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会 社 名 株 式 会 社 サンオ－タス  

代 表 者 名    代表取締役社長   北 野  俊 
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問い合わせ先 取締役 管理本部長 久米 健夫 

Ｔ Ｅ Ｌ ０４５－４７３－１２１１（代表） 

第三者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ 

当社は、平成 30年３月５日付「弊社子会社におけるコンプライアンス違反取引の疑い及び第三者委員会設置

に関するお知らせ」で公表いたしましたとおり、客観的な調査を実施するため、専門家で構成される第三者委

員会を設置し、当該コンプライアンス違反取引に関する事実関係調査および原因究明、その他同種事項の有

無の調査を進めてまいりました。 

本日、第三者委員会より 「調査報告書」 を受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１． 調査報告の内容 

調査報告の詳細な内容につきましては、添付の 「調査報告書」 をご覧ください。 

なお、調査報告書につきましては、プライバシー及び機密情報保護等の観点から、一部記載につき 

秘匿化を図っております。 

２． 業績への影響 

 業績への影響につきましては、第三者委員会からの当該調査報告を受け、当社において内容を精査の上、会

計監査人との協議を行い、影響額を早急に算出する予定であり、確定次第速やかにお知らせいたします。 

３． 今後の対応について 

第三者委員会からの調査報告には再発防止に関する提言が行われており、弊社といたしましては、これら

の提言を真摯に受け止め、早急に再発防止策を策定し実行し、法令遵守態勢の強化・徹底を図ってまいりま

す。再発防止策の具体的内容につきましては、確定次第速やかに開示いたします。 

なお、第67期第３四半期報告書につきましては平成30年４月18日に提出予定であり、また、平成30年４月

期第３四半期決算短信につきましても、平成 30年４月 18日に開示する予定であります。 

株主をはじめとする関係者の皆様に多大なるご迷惑とご心配をお掛けいたしておりますことにつきまして、深

くお詫び申し上げます。 

以 上 



調査報告書

平成30年4月9日

株式会社サンオータス第三者委員会



株式会社サンオータス御中

調査報告書

貴社のご依頼に基づき当委員会が行った調査の結果を、以下の通りご報告申

し上げます。

株式会社サンオータス第三者委員会

委員長紺野晃男

佐藤麻子委

委 信太元紀

平成30年4月9日

員
員
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第1 調査の概要

1 当委員会設置の経緯

株式会社サンオータス(以下「SA社」という。)は、同社の連結子会社で

ある株式会社モトーレン東洋(以下「MT社」という。)及びメトロポリタン

モーターズ株式会社(以下「MP社」という。)において、その取引経緯及び

会計処理に疑義のある新車販売取引が複数存在すること(担当社員は1名。

以下、同社員による疑義ある車両販売取引を「本件取引」という。)が判明し

たことから(判明の経緯については、次の2に記載。)、独立性を確保した調

査委員会による厳正かつ徹底した調査を行うことで、株主、取引先及びその

他のステークホルダーに対する説明責任を果たすとともに、 SA社グループ

におけるガバナンス体制の改善に資する提言を受領することを目的として、

平成30年3月5日付で、 SA社と利害関係のない外部の専門家から構成さ

れる第三者委員会(以下「当委員会」という。)を設置した。

なお、 SA社、 MT社、 MP社各社の概要は以下の通りである。

^横浜市港北区新横浜
;'キリ. 4月

^4億1125万円
1ド七、.

.■,^^

=Ξ'ー,闇▲

北野俊(代表)

久米健夫

中村直

高橋理一郎

横浜市港北区新横浜

3月

9000 万円

北野俊(代表)

蔵隅正明

三浦隆佳

中村直

岸浩幸

久米健夫江畑敏行

清水廉三

北村俊和

石油スタンド運営器店

輸入車販売(プジョー、

ジープ) 6店

オリックスレンタカー

ほけんの窓口

太田興産妹 25.63%

北野淳子 8.64%

横浜市港北区新横浜

3月

9000 万円

北野俊(代表)

蔵隅正明

遠藤知明

堀江武

BMW車販売 3店

(平塚、小田原、厚

木)

中古車

BPS厚木

SA社 100%

久米健夫

BMW車販売 4店

(大和、藤沢、東戸

塚、港南)

中古車

BPS大和

SA社 100%



^
太田寿美子

北野俊

その他諸口

当委員会の設置目的は、以下の通りである。なお、以下記載の目的は、当

委員会による調査の過程で、疑義ある取引案件の件数及び範囲が委員会設置

時より増えたため、 SA社が平成30年3月5日付でりりースした当委員会

の目的より詳細なものとなった。

①本件取引の実在性及び一連の関連取引(新車販売契約に付随する信

販契約、中古車売買契約、損害保険契約等)に関する事実調査(会

計処理に関する調査を含む)

②本件取引において法令違反、内規違反又は契約違反があった場合、

かかる違反行為が発生した背景、原因、経緯に関する事実調査

③②記載の違反行為があった場合、 MT社、 MP社における類似事案

の有無の調査

④SA社、 MT社、 MP社における本件取引及び一連の関連取引並び

にその会計処理にかかる内部管理体制及び子会社管理体制に関する

事実調査

⑤②記載の違反行為又は③記載の類似事案があった場合、その再発防

止に関する提言

⑥④記載の内部管理体制又は子会社管理体制に不備があった場合、そ

の再発防止に関する提言

⑦過年度決算訂正の必要性の有無及びあるべき会計処理方法に関する

提言

4.97%

3.63%

57.14%

2 本件取引判明の経緯

SA社にとって、本件取引が存在することが判明した経緯は以下の通りで

ある。

平成29年8月初めころ、

社」という。)^支店の副支店長(当時)が、 SA社の久米取締役(以下「K
取締役」という。)に対し、 MP社大和支店が平成28年12月20日に^
^氏(以下「1氏」という。)に販売した BMW420IRGC にっいて、同氏代理
人弁護士よりY社に対して、車両販売に係る口ーン支払債務不存在の主張が

なされている旨の話があった。

また、そのころ、

P社大和支店が平成29年3月23日に 1氏に販売した BMW5301 について、

(以下「Z社」という。)からも、 M

2

(以下「Y



同氏代理人弁護士よりZ社に対して、同様の主張がなされている旨の話があ

つた。

Z社は、 SA社への話に先立ち、 1氏を名乗ってZ社に架電してきた1氏

の義理の息、子である^氏(以下「A氏」という。)に電話で事情聴取し
て実際に車両を使用していたのが同人であること、支払いが不能になったこ

とを確認の上、平成29年7月31日にA氏の自宅からBMW5301を回収した。

SA社は、 MP社大和支店長(当時)であって本件取引の担当者であった

^氏(以下「K氏」という。)、遠藤総務部長、堀江営業統括部長(以
下「H営業部長」という。)の3名で、平成29年9月5日にA氏の自宅から

を回収した。この回収には、 Y社のBMW420IRGC

ち会った。

これ以降、 SA社は、 Z社及びY社と残債務の処理につき交渉を行った。

SA社は、信販会社との費用分担を望んだが、信販会社はSA社側による1

00%負担を求め、交渉はまとまらなかった。

一方、 SA社は、平成29年10月11日に、 K氏の事情聴取を行った。

同氏によると、この10年くらいの間に、 A氏が 1氏の名義を借りる形での

新車販売を30台くらい行ったことを述べた。 SA社側で、 1氏の名前によ

り名寄せ調査を行ったが、平成22年8月5日付け売買から始まる全16台

の販売記録しか見つからなかったため、 SA社としては、 K氏が担当したA

氏による名義借り取引は、 16件と認識していた。

K氏は、 A氏は義父の了承を得てその名義を借りていただけであると説明

し、その他の問題はないとしていたが、その後、下取車の口ーン残債務を新

車購入代金に上乗せしていたことが判明した。

本件取引の存在の判明の経緯は以上のとおりである。第三者委員会設置時

には本件取引の全体像は判明していなかったが、新たに判明した取引等は、

第2において記載する。

3 当委員会の構成

当委員会の構成は、

委員長紺野

委員佐藤

委員信太

社員が立

4 調査の方法

当委員会は、 3月5日以降4月5日までの間、 SA社、 MT社、 MP社及

び本件取引関係者から開示された資料、社内外の関係者に対するヒアリング

以下の通りである。

晃男(弁護士、横浜ステーション法律事務所)

麻子(弁護士、 R&G横浜法律事務所)

元紀(公認会計士、信太公認会計士事務所)

3



等に基づき、分担して調査を実施した。

当委員会は、独立性を確保し実効的な調査を行うために、調査報告書の作

成に当たり、収集した証拠(SA社、 MT社及びMP社から開示を受けたも

のを含む。)に基づき、自由心信正により事実認定を行い、調査により判明した

事実及び評価をSA社、 MT社又はMP社に不利になると考えられるものも

記載し、本調査報告書の提出前には、その内容をSA社、 MT社又はMP社

に開示しなかった。

なお、当委員会の委員は、異なる事務所に所属するため、随時委員間で合

議の上、当委員会としての意思肝多成を行なった。

具体的な調査方法は以下の通りである。

①書面資料(主要なもの)

ア SA社、 MT社、 MP社に関する基礎資料

・商業登記履歴事項全部証明書

・組織図、配置図、配属表

・グループ資本関係、役員兼業関係

絲且織規程、職務分掌規程、職務権限表、経理規程、関係会社管理規程

・内部統制システムの基本指針

・財務報告に係る全社的な内部統制の評価のチェックリスト

・決算財務報告プロセス評価シート

・有価証券報告書

・支店別販売実績表

イ車両売買取引プロセスに関する資料

・新車販売、下取車購入、中古車販売に関する業務フロー図

ウ信販会社との加盟店契約書

という。)とのオートローン取扱契約書

・Y社との加盟店基本契約書

・Z社とのオートローン制度取扱に関する基本契約書

I BⅧ車販売に係るインセンティブ関係

・平成29年度新車営業インセンティブ支給規定、支給率表、支店長インセ

ンティブ

・ビー・エム・ダブリュー株式会社とのディーラー契約書

・2015~2017年度B洲ボーナス・マージン・プログラム・ガイドライン

オ本件取引及び一連の関連取引に関する資料

・本件取引及び一連の関連取引に関する注文書、見積書、ローン契約書、納

(以下「X社」

4



車受領書、自動車検査証、印鑑証明書、住民票、委任状、車両引揚げ同

意書、覚書等

・本件取引に係る納車日を特定できるETC利用履歴記録(各車両へのセット

アップ日のわかるもの)、 ETC管理台帳

・ K氏労働者名簿、営業日報、出張旅費仕訳表

・会社アドレスを用いたK氏発信のA氏宛メール

・本件取引の属する期のMT社及びMP社の決算書

・本件取引に係る仕訳表

・MT社及びMP社の各期決算期末時点及び直近月末の合計残高試算表、支

店別損益計算書

・信販会社との交渉経緯記録

・ A氏、 1氏、^氏(以下「S氏」という。)の住所氏名の自署
・ A氏本人確認資料として免許証コピー

A氏過去勤務先、S氏勤務先、^氏経営会社の商業登記履歴事項全
部証明書

力類似事案調査のための資料

・MT社及びMP社の平成27年~29年の注文書データ

・上記データから、「1年以内の買替、ローン判定マイナス伊剣責あり)」と

いう条件で抽出したデータに関する注文書、ローン契約書、自動車検査

証、納車受領書、下取車査定書、印鑑証明書

②本件取引当事者であるヒアリング対象者(年齢はヒアリング時)

・MP社元大和支店長 K氏

住所:神奈川県^
・ A氏

住所

・ 1氏

岐阜県

生■歳

住所:岐阜県

なお、 1氏のヒアリングには、以下の者が同席した。

生■歳

妻^氏
長男^氏

・ S氏

信販会社に対する債務不存在の主張に関する代理人^弁護士

生■歳

生

5
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住所:神奈川県横浜市^
・^氏(以下「W氏」という。)

住所:愛知県^

③社内ヒアリング対象者

ア SA社

・常勤監査役(元経理部長)江畑敏行氏

内部監査担当責任者^氏
・執行役員経理部長^氏
経理課長^氏

イ MT社

・取締役営業本部長三浦隆佳氏

・営業企画部長^氏
・元監査役^氏

ウ MP社

・元代表取締役三堀重治氏

・常務取締役蔵隅正明氏

・取締役総務部長遠藤知明氏

・取締役営業統括部長堀江武氏

中古車部長^氏
中古車部^氏
・元監査役^氏(再掲)
・大和支店営業部^氏(電話聴取)

④信販会社ヒアリング対象者

Zネ1■支店長^氏
・同支店長代理^氏
Y社■支店副支店長^氏

⑤反社会的勢力に関する調査

生■歳

⑥

生■歳

現地調査

・ A氏自宅

・ S氏自宅

6



⑦^市役所市民課に対する電話聴取調査
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第2 調査により判明した事実経緯

1 本件取引の全体像

上記のとおり、 1氏を契約者名義とするオートローン契約について、 1

氏より債務不存在が主張されたというのが本件の発端である。当該オート

ローン契約に係る車両を販売した営業担当者がK氏であったところ、 K氏

によれば、 1氏の義理の息子であるA氏が窓口となり1氏を購入者として

約10年前から約30台の車両を販売しており、購入された車両はすべて

A氏が使用していたということであった。もっとも、 1氏に対する具体的

な取引内容等については不明であった。

そして、当委員会において調査を行ったところ、 A氏に関連する取引は、

1氏のほかに、 S氏及びW氏を購入者とするものも含まれることが判明し

た。 A氏に関連する取引状況については呂1俳氏1のとおりであり、平成19

年5月19日付注文の販売契約から平成29年3月23日付注文の販売契

約まで、販売契約数は29件に上り'、いずれも営業担当者はK氏であった。

当事者等、各取引の内容及び経緯等は以下のとおりである(なお、各取

引について、月1絲氏1の番号に基づき「取引①」と表記していく。)。

2 当事者・関係者について

(1) K氏

成17年2月1日、当時SA社の子会社であった株式会社サンメディア

に入社し、平成18年10月1日、 MT社に転籍し、 MT社の厚木支店

で営業職を務めた。平成27年4月1日、 MP社に出向して大和支店支

店長となり、平成29年11月11日、 MP社東戸塚支店副支店長に異

動となった。

(2) A氏

服飾衣料業に長く携わっており、岐阜県出身である。東京都及び名古

屋市の服飾衣料関係会社に勤務した後、平成22年ころ、兵庫県に本社

がある服飾衣料関係会社の東京事務所所長に就任した。平成27年2月

とろ、同会社を解雇され、その後、岐阜県の服飾衣料関係会社に再就職

したが、同会社も解雇され、現在は、岐阜県の自宅において服飾衣料関

係の個人事業を営んでいる。

'当委員会によるヒアリングにおいても、K氏はA氏を販売窓口として 1氏に対

し10年間で30台ほどを売却していると説明しており、 A氏も同趣旨の説明

をしていることから、 A氏関連の販売状況は呂1採氏1のとおりであると考えられ

る。

で約10年間勤務をした後、平

8



(3) 1氏

A氏の妻である^氏(以下「B氏」という。)の父であり、 A氏
の義理の父である。岐阜県の^に勤務してぃたが、平成■年■
ろに退職している。本報告書作成時の年齢は^歳である。

(4) S氏

A氏が所長を務めていた兵庫県に本社がある服飾衣料関係会社の東京

事務所に勤務をしており、現在も勤務をしている。 A氏が同社に在職中

は、所長であるA氏の部下という関係にあった。

(5) W氏

愛知県にある服飾衣料関係会社の代表を務めている。 A氏とは服飾衣

料業の付き合いから知人関係にある。

3 取引①

(1) A氏とK氏が知り合った経緯

K氏は、 MT社に転籍した後の平成19年ころ、自動車関連会社'より

BMWの車両を購入したい者がいると紹介され、 A氏と知り合うことに

なった。 A氏は、当時BMWの車両を使用していたところ、同車両を下

取に出して別のBMWの車両に乗り換えをしたいということであった。

② 1氏名義での契約となった経緯

購入にあたり、 A氏より、自分は信用情報のブラックリストに載って

おりオートローンの審査が通らないので、義理の父親である 1氏の名義

で購入をしたいという申し出があった。'

このため、 K氏はA氏に対し、 1氏の了解を確認するため、新車注文

書及びオートローン契約書に 1氏の実印を押印してもらい、 1氏の印鑑

登録証明書を徴求するものとした。その後いずれも履行されたため、 1

氏名義にて販売契約及びオートローン契約は成立した。'

(3) 1氏の購入意思

ア上記のとおり、新車注文書及びオートローン契約書に1氏の実印が

2

3

A氏へのヒアリングによれぱ、A氏は平成15年ころに自己破産の申立てを行

い、免責許可決定を受けているため、当時信用情報のブラックリストに載って

いたということである。

'当委員会のヒアリングにおいて、 K氏は、初回の契約ということもあり1氏に
電話をして直接確認を行ったとまで説明をするが、 1氏はK氏と電話で話した

ことはないと明言しており、当委員会としては、 K氏が 1氏に電話確認までし
たとの事実までは認められないと考える。

9
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押印されているところ、押印に至る流れについては当委員会の調査で

も不明である。

この点について、当委員会のヒアリングでは、 K氏は、 A氏に新車

注文書及びオートローン契約書を渡し、それらがA氏より1氏に渡さ

れ、その上で1氏が実印を押印していたものと認識している旨説明し

ている。 A氏も、新車注文書及びオートローン契約書を持参して 1氏

を訪問し、その際に 1氏に実印を押印してもらったとし、 1氏から実

印を預かることはしていないと説明する。他方、 1氏は、 A氏の妻で

あり、 1氏の子であるB氏から実印を郵送してほしい旨要望を受けた

ので実印を郵送したにとどまぴ、新車注文書及びオートローン契約書

は全く見せられたことはないし、実印の用途についてもA氏及びB氏

(以下、併せて「A夫婦」という。)から何も聞いていないと説明す

る。

このようにK氏及びA氏の説明は概ね一致するものの、これと1氏

の説明は必ずしも一致していない。

しかしながら、実印を郵送してほしいと要望され、その用途につい

て何も聞かないというのは不自然である一方で、実印の重要性からす

ると、実印の用途を聞いていないとしても預けた実印の使用に対し何

ら責任を負担しないとまではいえないこと、取引①ではオートローン

契約書に1氏の自宅電話番号及び勤務先電話番号が記載されており、

ローン会社からの契約確認の電話は1氏に対し直接行われているもの

と考えられるとと、 1氏名義の預貯金口座が口ーンの引落口座に設定

されていることを考慮すると'、 1氏の上記説明に従ったとしても、 B

氏(及びA氏)に実印を渡したことは事実であるから、取引①につい

ては1氏の購入意思は認められるものと考えられる。兇

'正確には、1氏の妻(B氏の母親)が、 B氏に実印を郵送したと説明している。
'取引①のオートローン契約書には引落口座の記載がないものの、当委員会のヒ
アリングからすると、当該引落口座は1氏名義の預貯金口座であったことが認

められる。そして、引落口座に設定されるには、その口座の銀行届出印の印影
が提供されるなど、口座名義人の承認等が必要とされる。

'取引①のオートローン契約について、1氏が契約責任を負う法的構成としては、
1氏本人による契約締結という法的構成のほかに、 A夫婦への代理権付与また
は表見代理の法的構成も考えられるが、本調査では、オートローン契約に係る

法的責任の所在を調査の目的としていないため、かかる法的構成の点について
は詳しい言及をしない。

当委員会のヒアリングにおいて、当時のK氏は、1氏が義理の息、子のA氏のた

めに契約において自身の名義を使用することを承諾していたとの認識であっ

10
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イなお、新車注文書及びオートローン契約書における筆跡であるが、

上記のとおり実印の押印に至る経緯が不明であるため、 1氏の筆跡で

あるかは不明である。すなわち、 K氏は、新車注文書及びオートロー

ン契約書がA氏から1氏に渡されているため、それらの筆跡はA氏ま

たは1氏のものであると説明し、 A氏は、 1氏を訪問して新車注文書

及びオートローン契約書を渡していることから、それらの筆跡は1氏

のものであると説明するのに対し、 1氏は自身の筆跡ではないと説明

する。'

④契約内容等

取引①について、その契約内容等は男1絲氏1のとおりである。

ア契約内容等について特に指摘しておくべき点

^より購入)を下取購入して、新車販売が行われた。
・販売された車両はA氏に納車されておりⅡ、 A氏が専ら使用していた

ものであり、 K氏もこのことを認識していた。

・ローンの支払について、 1氏名義の預貯金口座が引落口座に設定さ

れており、同口座にA氏が口ーン代金を都度入金することで口ーン

が引き落とされていた。

・オートローン契約においてB氏名義で連帯保証が設定されている。

これは、上記のとおり、 A氏は信用情報のブラックリストに載って

おりオートローンの審査が通らないため、 A氏の妻であるB氏名義

で連帯保証を設定したものと考えられる。

このため、自動車検査証の使用者も、 B氏名義で登録されている。

イ加盟店契約違反

取引①は下取購入の上で新車販売が行われているところ、新車注文

書において、そのオートローンの内訳は次のとおりであった。

車両代金 5 8 8万円U

・当時A氏が使用していたWBMWの車両(

たと説明しているが、取引①では当該認識の通りであったものと窺える。
'当委員会が取得した1氏の筆跡からすると、新車注文書及びオートローン契約

書の筆跡は1氏の筆跡ではない可能陛が相当程度認められる。しかしながら、

上記のとおり、仮に1氏の筆跡でなかったとしても、取引①について 1氏の購

入意思が認められるとの結論に影響はない。
W 取引①の新車注文書によれば、自動車検査証の使用者名義はB氏であった。
Ⅱ納車に関する事実関係の詳細については、本件取引の実在性と関係してくる

ため、別項目の中で詳しく触れる。
12
車両本体価格688万円から100万円の値引後の金額

H



65万2000円

58万920円

227万1627円

60万5556円

【ローン総額】 9 9 9万 1 03円

とれに対し、オートローン契約書では、その内訳は次のとおりであ

つた。

車両代金

オフ゜ションイ弌金

諸費用代金

ローン手数料

オプション代金

諸費用代金

下取車残債額

ローン手数料

688万円

65万2000円

185万2547円

60万5556円

【ローン総額】 9 9 9万 1 03円

つまり、オートローン契約の車両代金及び諸費用代金を調整するこ

とで、下取車残債額を新車購入の口ーンに含めるという操作が行われ

ていた。

他方、後記のとおり、 X社との加盟店契約等では、融資上限が^

超えている。

したがって、取引①のオートローン契約は、 X社との加盟店契約等

に違反するものであった。玲

4 取引②

(1) 1氏の購入意思

取引①と異なり新車注文書には1氏の実印は押印されていないものの、

オートローン契約書には1氏の実印が押印されており、印鑑登録証明書

も提出されている。

上記のとおり、取引①について 1氏の購入意思は認められるところ、

取引②は取引①の買替であること、オートローン契約書には1氏の連絡

先が記載されており、ローン会社からの契約確認の電話は1氏に対し直

接行われているものと考えられることも考慮すると、取引②についても

1氏の購入意思は認められるものと考えられる。

②契約内容等

と定められているところ、取引①は融資上限を

玲こうした操作が、 A氏の提案により行われたものであるのか、 K氏の主導で

行われたものであるのかは、本調査では必ずしも明らかになってはいない。も

つとも、営業担当者であるK氏はオートローンの審査に精通していることから、
基本的にK氏の主導で当該操作が行われたことが窺える。
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取引②について、その契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の

点については、以下の点を除き、取引①と同様であった。

・ローンの支払については、取引②は口ーン会社との初回取引ではな

いため、再利用という手続で1氏名義の預貯金口座が引き続き引落

口座に設定された。そして、同口座にA氏が口ーン代金を都度入金

するととで口ーンが引き落とされていた。

・なお、取引②については、

限の範囲内であることから、 X社との加盟店契約等に違反していな

し、

5 取引③

契約内容等は卿絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引②と同様であった。

盟店契約等に違反している。

6 取引④

契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引②と同様であった。

・オートローン契約において連帯保証は設定されていない。

・自動車検査証の使用者は1氏名義で登録されているところ、使用の本

拠の位置は東京都世田谷区の住所が登録されている。

7 取引⑤

契約内容等は牙1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引④と同様であった。

・車両代金の頭金(現金) 52万3737円を2回に分けて分割払いす

ることについて、 1氏からMP社に差し入れる形で覚書が作成されて
14

いる。

・納車受領書に1氏名義の署名が記載されているが、 1氏の筆跡である

かは不明である。

とする融資上限を超えており、 X社との加

とする融資上

13

8

H 同覚書には1氏の署名があるところ、それが誰の筆跡であるかは不明である。
もっとも、当委員会が取得したA氏の筆跡からするとA氏の筆跡ではないかと
推測される。

取引⑥



(D S氏による名義貸し

ア名義貸しの経緯

当時A氏は、取引⑤のBMWの車両を1台使用していたのであるが、

BMWの車両をもう1台使用したいと考えた。しかしながら、 A氏は

信用情報のブラックリストに載っておりオートローンの審査が通らな

い状況にあったことから、 1氏とは別の者に、新車購入にあたっての

名義貸しを依頼することにした。

そして、 A氏の当時の勤務先の部下であったS氏に対し、ローン代

金は自分が支払うので名義を貸してほしい旨依頼し、 S氏はこれを承

諾した而。

S氏のA氏に対する新車購入についての名義貸しは、取引⑥以降、

取引⑦、取引⑨及び取引⑪ないし取引⑯まで続いている。

イ K氏の認識

当委員会のヒアリングにおいて、 K氏は、 A氏のみならずS氏も、

販売された車両を使用していた(共用していた)と説明する。このた

め、取引⑥の時点で、 K氏がS氏の名義貸しを認識していたかは必ず

しも明らかではない。

しかしながら、後記取引⑱のとおり、平成27年2月ころS氏が今

後の名義貸しには応じないこととした際、 S氏はK氏に対し名義貸し

を行ってきたことを申告していることから、遅くとも平成27年2月

ころには、 K氏はS氏の名義貸しを認識していたものである。

これに対し、 K氏はS氏の名義貸しについて、 MT社に何ら報告し

なかった。

②契約内容等

取引⑥について、その契約内容等は男1絲氏1のとおりである。

ア契約内容等について特に指摘しておくべき点

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡ではないが玲、

S氏の実印が押印されている。Π

15

S氏が名義貸しを承諾した理由については、必ずしも明らかとなってはいな

いが、当委員会のヒアリングにおいてS氏は、勤務先の上司(東京事務所所長)

であったA氏の依頼が断り難かったこと、当該依頼の前にA氏が使用していた

アウディの車両を月2万円の料金で使用させてもらっていたという経緯があ
つたことを挙げている。

S氏以外の誰の筆跡かは不明であるが、 S氏が新車購入にあたりA氏に対し

て名義貸しを承諾していた事実に変わりはない。
ヒアリングにおいてS氏は、 A氏に対し実印と印鑑登録証明書を渡していた

14

16
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・ローン会社からの契約確認の電話はS氏に対し直接行われている。

・販売された車両はA氏に納車されておりW、A氏が専ら使用していた。

なお、納車受領書にS氏の署名が記載されているが、 S氏の筆跡で

はない。 19

・ローンの支払について、 S氏名義の預貯金口座が引落口座に設定さ

れていた。 S氏は、勤務先においてA氏より口ーン代金を都度手渡

され、これを同口座に入金することで口ーンが引き落とされていた。

イ加盟店契約違反

取引⑥のオートローン契約はS氏の名義貸しによるものであるか

ら、後記のとおり、 Y社との加盟店契約第13条③に違反している。

9 取引⑦

契約内容等は別紙1のとおりである。

契約内容等について特に指摘しておくべき点は以下のとおりである。

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡と思われる。

印影が実印であるのかどうかの確認はできていないが⑳、取引⑦よりも

後に締結された取引⑬ないし取引⑯のオートローン契約書にS氏の実

印が押印されていることからみて、取引⑦のオートローン契約書にも

実印が押印されていた可育断生が高い。

・ローン会社からの契約確認の電話はS氏に対し直接行われている。

・オートローン契約はS氏の名義貸しによるものであるから、後記のと

おり、 Z社との加盟店契約第10条3項②に違反している。また、オ

ートローン契約のオプション代金等を調整することで、下取車残債額

を新車購入の口ーンに含めるという操作が行われており、当該操作は

Z社との加盟店契約第10条3項②に違反している。

・販売された車両はA氏に納車されており、 A氏が専ら使用していた。

なお、納車受領書に記載されているS氏の署名はS氏の筆跡ではない。

・ローンの支払について、 S氏名義の預貯金口座が引落口座に設定され

ていた。S氏は、勤務先においてA氏より口ーン代金を都度手渡され、

と説明している。
18

納車に関する事実関係の詳細については、本件取引の実在性と関係してくる
ため、別項目の中で詳しく触れる。

W 誰が署名したものであるかは不明であるが、おそらく、納車を受けたA氏の
筆跡ではないかと思われる。

加取引⑦のオートローン契約書については、 SA社グノレープに控えが残ってお

らず、ローン会社からは印影が黒塗りされた写ししか提供を受けられなかった。
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10 取引⑧

(1) 1氏の購入意思

オートローン契約書には1氏の実印が押印されており、印鑑登録証

明書が提出されている。また、 1氏名義の預金口座が口ーンの引落口

座に設定されている。幻

このため、取引⑧についても1氏の購入意思は認められるものと考
22

えられる。

②契約内容等

取引⑧について、その契約内容等は呂1絲氏1のとおりである。

契約内容等について特に指摘しておくべき点は以下のとおりである。

・オートローン契約のオプション代金等を調整することで、下取車残

債額を新車購入の口ーンに含めるという操作が行われており、当該

操作はY社との加盟店契約第13条③に違反している。

なお、取引⑧は、取引⑦の車両(S氏名義)を下取購入して新車販

売が行われており、 1氏は、 S氏名義の下取車残債額を引き受けて

新車購入をしている。器

・オートローン契約書に 1氏の勤務先が記載されているが、 1氏は同

勤務先を70歳で退職しており、取引⑧の時点では同勤務先を退職

していた。また、オートローン契約書に年収1250万円と記載さ

れているが、同勤務先に就業時も 1氏の年収は300万円程度であ

これを同口座に入金するととで口ーンが引き落とされていた。

16

れ口ーン会社との初回取引であるため、再利用の手続により引落口座が設定さ

れたものではなく、銀行届出印が押印された口座引落依頼書が提出されること
で設定がなされている。

器オートローン契約書には1氏の携帯電話番号として「^」が記載
されており、ローン会社からの契約確認の電話は同番号に掛けられているもの

と推測される。そして、同番号は1氏の携帯電話番号ではないということであ

るから、取引⑧については、ローン会社からの契約確認の電話は1氏に対し直

接行われてはいないものと考えられる。しかしながら、この点を踏まえても、
1氏の購入意思が認められる結論に影響はない。なお、同番号が誰の携帯電話
番号であるかは不明である。

器他人の残債額を引き受けてまで新車購入をした形になっていることから、 1

氏がどこまで取引⑧のオートローン契約の契約内容を理解していたか疑問が
ないとはいえないが、この点を踏まえても、 1氏の購入意思が認められる結論
に影響はない。



つた。

・販売された車両はA氏に納車されており、 A氏が専ら使用していた

ものであり、 K氏もこのことを認識していた。なお、納車受領書に

1氏の署名が記載されているが、 1氏の筆跡ではない。

・自動車検査証の使用者は1氏名義で登録されているところ、使用の

本拠の位置は東京都世田谷区の住所が登録されている。

24

Ⅱ取引⑨

契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑦と同様であった。

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡と思われる。

印影が実印であるのかどうかの確認はできていないが部、取引⑨よりも

後に締結された取引⑬ないし取引⑯のオートローン契約書にS氏の実

印が押印されていることからみて、取引⑨のオートローン契約書にも

実印が押印されていた可能性が高い。

・オートローン契約はS氏の名義貸しによるものであるから、 Z社との

加盟店契約第10条3項②に違反している。

12 取引⑩

(1) 1氏の購入意思

オートローン契約書には1氏の実印が押印されており、 1氏名義の

預金口座が口ーンの引落口座に設定されている部。また、オートローン

契約書に1氏の自宅電話番号及び勤務先電話番号が記載されており、

ローン会社からの契約確認の電話は1氏に対し直接行われているもの

と考えられる。

このため、取引⑩についても 1氏の購入意思は認められるものと考

えられる。

②契約内容等

取引⑩について、その契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の

N 事実と異なる勤務先及び年収の記載は、ローン審査を通すためのものであっ
たことが推測されるところ、ヒアリングにおいてA氏は、 K氏が口ーンを通す

ために主導して行ったものであると説明している。

部取引⑨のオートローン契約書についても、 SA社グループに控えが残ってお

らず、ローン会社からは印影が黒塗りされた写ししか提供を受けられなかった。

紛銀行届出印が押印された口座引落依頼書が提出されることで設定がなされて
いる。

17



点については、以下の点を除き、取引⑧と同様であった。

・取引⑩は、取引⑧の車両のみならず取引⑨の車両(S氏名義)の両

方を下取購入して新車販売が行われており、 1氏は、 S氏名義の下

取車残債額を引き受けて新車購入をしている。町

13 取引⑪

契約内容等は男1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑨と同様であった。

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡と思われる。

印影が実印であるのかどうかの確認はできていないが部、取引⑪よりも

後に締結された取引⑬ないし取引⑯のオートローン契約書に実印が押

印されていることからみて、取引⑪のオートローン契約書にも実印が

押印されていた可能陛が高い。

14 取引⑫

契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑪と同様であった。

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡と思われる。

印影が実印であるのかどうかの確認はできていないが鴉、取引⑫よりも

後に締結された取引⑬ないし取引⑯のオートローン契約書に実印が押

印されていることからみて、取引⑫のオートローン契約書にも実印が

押印されていた可ヨ断生が高い。

・オートローン契約はS氏の名義貸しによるものであるから、 Z社との

加盟店契約第10条3項②に違反している。また、オートローン契約

のオプション代金等を調整することで、下取車残債額を新車購入の口

ーンに含めるという操作が行われており、当該操作はZ社との加盟店

契約第10条3項②に違反している。

27

取引⑧と同様、他人の残債額を引き受けてまで新車購入をした形になってい

るととから、 1氏がどこまで取引⑨のオートローン契約の契約内容を理解して
いたか疑問がないとはいえないが、この点を踏まえても、 1氏の購入意思が認
められる結論に影響はない。

器取引⑪のオートローン契約書についても、 SA社グループに控えが残ってお

らず、ローン会社からは印影が黒塗りされた写ししか提供を受けられなかった。
四取引⑫のオートローン契約書についても、 SA社グノレープに控えが残ってお

らず、ローン会社からは印影が黒塗りされた写ししか提供を受けられなかった。

18



15 取引⑬及び⑭

契約内容等は別紙1のとおりである。

契約内容等について特に指摘しておくべき点は以下のとおりである。

・オートローン契約書に記載されている署名はS氏の筆跡と思われ、 S

氏の実印が押印されている。

・ローン会社からの契約確認の電話はS氏に対し直接行われている。

・オートローン契約はS氏の名義貸しによるものであるから、 Y社との

加盟店契約第13条③に違反している。また、オートローン契約のオ

プション代金等を調整することで、下取車残債額を新車購入の口ーン

に含めるという操作が行われており、当該操作はY社との加盟店契約

第13条③に違反している。

・販売された車両はA氏に納車されており、 A氏が専ら使用していた。

・ローンの支払について、 S氏名義の預貯金口座が引落口座に設定され

ていた。S氏は、勤務先においてA氏より口ーン代金を都度手渡され、

これを同口座に入金することで口ーンが引き落とされていた。

16 取引⑮

契約内容等は男1俳氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑬と同様であった。

・自動車検査証の使用者はS氏名義で登録されているところ、使用の本

拠の位置は東京都世田谷区の住所が登録されている。

17 取引⑯

契約内容等は呂1絲氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑮と同様であった。

・オートローン契約書にS氏の実印が押印されており、印鑑登録証明書

も提出されている。

18 取引⑰

(1) 1氏の購入意思

オートローン契約書には1氏の実印が押印されており、 1氏名義の

預金口座が口ーンの引落口座に設定されている釦ことからすれば、取引

⑰についても1氏の購入意思は認められるものと考えられる。肌

'゜銀行届出印が押印された口座引落依頼書が提出されることで設定がなされて
いる。

田オートローン契約書には1氏の携帯電話番号として「^」が記載
19



②契約内容等

取引⑰について、その契約内容等は卿絲氏1のとおりである。

契約内容等について特に指摘しておくべき点は以下のとおりである。

・当時A氏が使用していた噐アウディの車両綿を下取購入して、新車販

売が行われた。

・オートローン契約の車両代金等を調整することで、下取車残債額を

新車購入の口ーンに含めるという操作が行われており、当該操作は

Y社との加盟店契約第13条③に違反している。

・オートローン契約書に 1氏の勤務先が記載されているが、取引⑰の

時点では同勤務先を退職していた。また、オートローン契約書に年

収1500万円と記載されているが、同勤務先に就業時も 1氏の年

収は300万円程度であった。

・販売された車両はA氏に納車されており、 A氏が専ら使用していた

ものであり、 K氏もとのことを認識していた。

・自動車検査証の使用者は1氏名義で登録されているところ、使用の本

拠の位置は東京都世田谷区の住所が登録されている。

19 取引⑱

(1)契約名義がS氏からW氏に変更された経緯

取引⑱は、取引⑯の車両の契約名義をS氏からW氏に変更したもので

ある。

S氏は取引⑥以降名義貸しを行ってきたのであるが、平成27年2月

ころA氏が勤務先を解雇され、地元の岐阜に戻ることになったため、今

後もA氏が口ーン代金を支払ってくれる保証がないとして不安になり 、

A氏に対し、今後の名義貸しには応じられない旨申し出て契約名義を外

すよう求めた。しかしながら、直近の取引⑯は口ーン残債額が約150

0万円に上っていたため、 A氏において取引⑯のオートローン契約をー

括弁済することはできなかった。そこで、 A氏は、当該車両をS氏から

されており、ローン会社からの契約確認の電話は同番号に掛けられているもの

と推測される。そして、同番号は1氏ではなくA氏の携帯電話番号であるから、
取引⑰については、ローン会社からの契約確認の電話は1氏ではなくA氏に対

して行われており、 A氏が1氏になりすまして対応をしていたものである。し

かしながら、この点を踏まえても、 1氏の購入意思が認められる結論に影響は
ない

詑取引⑰の新車注文書によれば、自動車検査証の使用者名義は1氏であった。
33

どの販売店で購入された車両であるかは不明。

20



購入してくれる者を探し、その者に新たなオートローン契約を締結させ

ることで、 S氏の契約名義を外すこととした。

なお、このとき、 S氏は早期に自身の契約名義を外すべく、営業担当

者であるK氏に対し、とれまで名義貸しによりオートローン契約を締結

してきたこと及び下取車残債額を加えてオートローン契約を締結してき

たことをBMWジャパンに訴えるとして迫った。

そして、 A氏の知人であるW氏が当該車両を購入することになり、 S

氏名義のオートローン契約が清算されることでS氏の契約名義は外れる

こととなった。

(2)契約名義変更のスキーム

S氏からW氏に契約名義の変更は次のスキームで行われた。

まずMT社が当該車両を口ーン残債額である約1470万円で下取購

入し、次に当該車両を同金額以上の金額でW氏に再販売するというもの

であった。とれは、再販売時に口ーン残債額の一括清算ができなければ、

S氏名義のオートローン契約が終了とならず、 S氏を契約名義から外す

ことができないためであった。

しかしながら、MT社による当該車両の当初の下取査定金額は700

万円にとどまるものであったため、 K氏は、 S氏とW氏が兄弟姉妹であ

ると偽り、特殊な関係に基づきW氏が約1470万円で購入を希望して

いるので、同金額で下取購入するようMT社中古車部門に対して指示を
34

した。

他方、 W氏に対しては、取引⑯の新車価格が車両代金約900万円、

オプション代金約200万円にとどまるにもかかわらず、当該車両はフ

ルオプションであるとの説明のみをして、車両代金約1000万円、オ

プション代金約400万円で再販売をした。

③ W氏による名義貸し

ア名義貸しの経緯

S氏と同様、 W氏も名義貸しであった。 A氏は、自身が信用情報の

ブラックリストに載っておりオートローンの審査が通らない状況にあ

るとして、仕事関係上の知人であるW氏に対し、ローン代金は自分が

支払うので名義を貸してほしい旨依頼し、 W氏はこれを承諾した託。 A

契当委員会のヒアリングにおいて、 K氏は、 S氏とW氏が兄弟姉妹であり、約
1470万円で下取購入するよう指示をしたのは中古車販売部門であると説

明するが、そのような事実は認められない。

託 W氏が名義貸しを承諾した理由は必ずしも明らかではないが、 S氏と異なり

W氏自身が当該車両を使用しているため、ローン代金を払わずにBMWの車両

21



氏はW氏に対し、 S氏の名義貸しについては何ら説明をしていない。

イ K氏の認識

当委員会のヒアリングにおいて、 K氏は、W氏が納車を受けており、

ローン代金もW氏が支払っているはずであると説明する。このため、

K氏がW氏の名義貸しを認識していたかは必ずしも明らかではない。節

④契約内容等

取引⑱について、その契約内容等は呂1絲氏1のとおりである。

ア契約内容等について特に指摘しておくべき点

・オートローン契約書に記載されている署名はW氏の筆跡ではないが訂、

W氏の実印が押印されている。

・ローン会社からの契約確認の電話はW氏に対し直接行われている。

・販売された車両は、 W氏の東京出張に合わせ、新宿駅周辺において

W氏が同車両を受け取ることで納車されている能。もっとも、当委員

会のヒアリングにおいてW氏は、購入車両は実家に駐車し普段はあ

まり使用していないが、使用しているのは自分のみであると説明し

た。

・ローンの支払について、 W氏名義の預貯金口座が引落口座に設定さ

れており、同口座にA氏が口ーン代金を都度入金することで口ーン

が引き落とされている。もっとも、平成28年にA氏より支払困難

との連絡があり、同年以降は年2回のボーナス払のみW氏が支払っ

ている。

現在もA氏は、取引⑱の口ーン(ボーナス払分は除く)については

支払を続けている。

イ加盟店契約違反

取引⑱のオートローン契約はW氏の名義貸しによるものであるから、

Y社との加盟店契約第13条③に違反している。

また、販売された付属品・オプションについて、実際には約200

を使用できるのであれば名義貸しに応じてもよいということではないかと推
測される。

鶚取引⑱は名義貸しを行っていたS氏からの名義変更であること、下取査定額
700万円の倍以上の金額である約1470万円で購入されていることから

みて、 K氏は、少なくとも取引⑱が通常の契約ではないことは認識していたも

のと考えられる。
師 W氏以外の誰の筆跡かは不明であるが、 W氏の筆跡ではないからといって、

W氏が名義貸しを承諾していた事実に変わりはない。
38

納車に関する事実関係の詳細については、本件取引の実在性と関係してくる

ため、別項目の中で詳しく触れる。

22



万円相当のものしか付属していないにもかかわらず、 K氏は、 W氏に

対して約400万円相当のものが付属しているとして虚偽の説明ない

し勧誘をして販売をしていることから、 Y社との加盟店契約第13条

⑨に違反していると判断される可能性がある。

さらに、取引⑱は、 S氏の口ーン残債額を一括清算するために下取

査定金額が700万円にとどまる車両を同残債額以上の金額でW氏に

販売するものであるから、実質的にS氏の口ーン残債額を決済するた

めにオートローン契約が締結されたものといえ、 Y社との加盟店契約

第13条⑪に違反していると判断される可ヨ断生がある。

20 取引⑲

(1)実質的購入者について

ア 1氏の購入意思

オートローン契約書の印影が実印であるのかどうかの確認はできて

いないところ諦、取引⑰のオートローン契約書には実印が押印されてい

るものの、取引⑳以降のオートローン契約書には実印が押印されてい

ない卯。そして、取引⑲については1氏の印鑑登録証明書の提出も確認

できない。これらの点からすると、取引⑲のオートローン契約書に1

氏の実印は押印されていなかったのではないかと考えられる。

また、オートローン契約書に記載されている1氏の携帯電話番号は

A氏の携帯電話番号である「^」であるため、ローン会社
からの契約確認の電話は1氏に対して行われておらず、 A氏が 1氏に

なりすまして対応していたものである。

他方、 1氏名義の預金口座が口ーンの引落口座に設定されているが、

これは、再利用という手続で同口座が引き続き引落口座に設定された

にとどまる。

以上からすると、取引⑲については、 1氏において契約内容等を認

識する機会がなく、 1氏の購入意思は認められないものと考えられる。

なお、取引⑳以降についても、取引⑲と同様の理由から、 1氏の購

入意思は認められないものと考えられる。

イ A氏の名義冒用(実質的購入者)

1氏の購入意思は認められない一方で、当委員会のヒアリングにお

W 取引⑲のオートローン契約書については、 SA社グノレープに控えが残ってお

らず、ローン会社からは印影が黒塗りされた写ししか提供を受けられなかった。

卯なお、取引⑰まではK氏がMT社に在籍していたころの取引であり、取引⑲
以降はMP社に転籍後の取引である。
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いてA氏は、取引⑲以降、新車購入について1氏の了解を受けておら

ずり、自身の希望だけで新車購入をしていったと説明する。また、 A氏

は、取引⑲以降、ローン会社からの契約確認の電話について 1氏にな

りすまして対応していたとも説明する。

したがって、取引⑲以降の取引は、すべてA氏が 1氏の名義を冒用

して行われたものであり、その実質的購入者はA氏である。兜

ウ K氏の認識

K氏がA氏の名義冒用を認識していたかは、必ずしも明らかではな

い。当委員会のヒアリングにおいて、 K氏はその旨認識をしていなか

つたと説明している。もっとも、取引⑲以降1氏において契約内容等

を認識する機会はなかったところ、少なくともこの点についてK氏は

認識をしていたものと考えられる。

他方、 K氏は当該認識を有していながら、取引⑲以降について、 1

氏に対し購入意思を確認しなかった。

②契約内容等

取引⑲について、その契約内容等は卿絲氏1のとおりである。

契約内容等について特に指摘しておくべき点は以下のとおりである。

・オートローン契約の車両代金等を調整することで、下取車残債額を

新車購入の口ーンに含めるという操作が行われており、当該操作は

Z社との加盟店契約第10条3項②に違反している。

・販売された車両はA氏に納車されており、 A氏が専ら使用していた
4344

ものであり、 K氏もこのことを認識していた。

U なぜA氏が取引⑲以降について 1氏の了解を受けなくなり、オートローン契
約書に実印が押印されなくなったのかについては不明である。考えられる理由
として、取引⑲以降はBMWの車両購入が2台同時並行となっているため1氏

の了解を得るととができなくなった、 A氏(またはA夫婦)と 1氏との関係が

悪化したなど、様々な理由が考えられるところではある。
42

A氏の名義冒用の事実からすれぱ、新車注文書及びオートローン契約書の筆

跡は1氏のものではないと考えられるが、それでは当該筆跡が誰の筆跡である
のかについては必ずしも明らかではない。もっとも、 A氏は取引⑲以降の新車

購入が自身の希望に基づくものであることを認めていることから、仮に当該筆

跡がA氏(またはA夫婦)以外の者の筆跡であったとしても、 A氏が実質的購
入者である結論に影響はない。

闘納車に関する事実関係の詳細については、本件取引の実在性と関係してくる

ため、別項目の中で詳しく触れる。

U A氏は平成27年2月ころ勤務先を解雇されており、その後岐阜県に転居し
ているのであるが、正確な転居時期は不明である。後記のとおり、遅くとも取
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・ローンの支払について、 1氏名義の引落口座にA氏が口ーン代金を

都度入金することで口ーンが引き落とされていた。

・自動車検査証の使用者は1氏名義で登録されているところ、使用の

本拠の位置はK氏の自宅住所(神奈川県^)が登録されてぃる。

21 取引⑳ないし取引⑳

契約内容等は呂1俳氏1のとおりであり、その他の点については、以下の点

を除き、取引⑲と同様であった。

・オートローン契約の車両代金等を調整することで、下取車残債額を新

車購入の口ーンに含めるという操作が行われており、当該操作はY社

との加盟店契約第13条③またはZ社との加盟店契約第10条3項②

に違反している。

・上記のとおり、平成27年2月ころA氏は勤務先を解雇され妬、遅くと

も取引⑳の前に岐阜県に転居しているところ、販売された車両はA氏

が居住する岐阜県に納車されている。貼

・取引⑳ないし⑳について、 K氏は1氏の印鑑登録証明書を提出できな

い理由に関し理由書なる書面をMP社の下取販売部門に提出している。

同理由書には、1氏が居住する岐阜県^において刑事事件が発生
したため印鑑登録証明書の発行が停止されている旨記載されているが、

同市役所市民課に確認したところ、印鑑登録証明書の発行が停止され

た事実はないとの回答を受けている。

22 取引⑳及び⑳

①契約内容等

取引⑳及び⑳の契約内容等は男1絲氏1のとおりであり、その他の点につ

いては、以下の点を除き、取引⑲と同様であった。

・取引⑳が行われたころ、 A氏は岐阜県^に転居しており、
自動車検査証の使用の本拠の位置は同住所が登録されている。

(2)支払遅滞の発生及び車両の引き上げ

A氏は口ーン代金を支払ってきたものの、再就職をした岐阜県の勤務

引⑳の前には転居しているものであるが、取引⑲の新車申込書の買主・注文者

の記載住所が東京都世田谷区となっており、取引⑲の時点で岐阜県に転居して
いたかは不明である。

45

その後、岐阜県の会社に再就職している。

妬納車に関する事実関係の詳細については、本件取引の実在性と関係してくる
ため、別項目の中で詳しく触れる。
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先も解雇となったため、経済的に困窮し、ローン代金の支払が不能とな

つた。このため、取引⑳及び⑳の各オートローン契約について支払遅滞

が発生することとなった。

その後、取引⑳の販売車両については平成29年9月にMP社が、取

引⑳の販売車両については同年7月にZ社が、それぞれA氏の岐阜県の

自宅において引き上げを行った。取引⑳の車両については、 Z社が引き

上げた後に、 MP社に引き渡されている。

23 本件取引の契約関係(要約)

本件取引の契約関係については上記のとおりであり、その要約は以下の

とおりである。

(D 1氏名義の取引(取引①ないし⑤、⑧、⑩、⑰及び⑲ないし⑳)

ア取引⑰までは1氏の購入意思が認められる

取引⑰までは、各オートローン契約書に1氏の実印が押印されてい

ること等を理由として、 1氏の購入意思が認められる。

なお、下取購入の上で新車販売が行われているオートローン契約(取

引②、④及び⑤を除く)については、その車両代金等を調整すること

で、下取車残債額を新車購入の口ーンに含めるという操作が行われて

おり、加盟店契約に違反している。

イ取引⑲以降はA氏が1氏の名義を冒用

取引⑲以降は、各オートローン契約書に 1氏の実印が押印されてい

ないこと等を理由として、 1氏の購入意思は認められず、 A氏が 1氏

の名義を冒用したものと認められる。

K氏がA氏の名義冒用を認識していたかは必ずしも明らかではない

が、取引⑲以降について1氏において契約内容等を認識する機会がな

いことを分かっていながら、 1氏に対し購入意思の確認を行わなかっ

た。

他方、取引⑲以降はA氏の購入希望に基づいて行われたものと認め

られる。

なお、下取購入の上で新車販売が行われているオートローン契約に

ついては、その車両代金等を調整することで、下取車残債額を新車購

入の口ーンに含めるという操作が行われており、ローン会社との加盟

店契約に違反している。

(2) S氏名義の取引(取引⑥、⑦、⑨及び⑪ないし⑯)

S氏はA氏に対し新車購入について名義貸しを行っていたものと認め

られる。
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遅くとも平成27年2月ころには、 K氏はS氏の名義貸しを認識して

いたものであるが、 K氏は当時の所属先であるMT社に対し何ら報告を

しなかった。

なお、 S氏の名義貸しによる取引であるから、いずれのオートローン

契約も加盟店契約に違反している。また、下取購入の上で新車販売が行

われているオートローン契約については、その車両代金等を調整するこ

とで、下取車残債額を新車購入の口ーンに含めるという操作が行われて

おり、ローン会社との加盟店契約に違反している。

③ W氏名義の取引(取引⑱)

W氏もA氏に対し車両購入について名義貸しを行っていたものと認め

られる。

他方、 K氏がW氏の名義貸しを認識していたかは必ずしも明らかでは

ない

なお、取引⑱のオートローン契約はW氏の名義貸しによるものである

から、加盟店契約に違反している。また、虚偽の説明ないし勧誘が行わ

れたという点及び実質的にS氏の口ーン残債額の決済のための契約であ

つたという点についても、加盟店契約に違反していると判断される可能

性がある。この点に関連し、取引⑱に係る契約関係について今後予想さ

れる問題点を、後記第4で指摘する。

24 0ーン会社について

①加盟店契約

車両の販売契約に関し締結されるオートローン契約について、 MP社

及びMT社は各口ーン会社との間で加盟店契約を締結している。

それぞれの加盟店契約の内容は以下のとおりである。

ア X社との加盟店契約U

X社との加盟店契約には、次のとおり定められている。

・第 1 2条(角絲勺)

47

弗ディーラーを指す
49

X社を指す
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・第13条(禁止事項)

(債務引受)

・また、ローン商品ガイドにおいて、

について、その融資上限は、

イ

と定められている。

Y社との加盟店契約釦

Y社との加盟店契約には、次のとおり定められている。

・第 1 1条(角絲勺)

50

51
Y社を指す

認ディーラーを指す
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^
・第13条(禁止事項)

^
・第15条 q責務引受)

ウ Z社との加盟店契約脇

Z社との加盟店契約には、次のとおり定められている。

・第10条(禁止される行為)

■

53

與ディーラーを指す

弱 Z社を指す。
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^
・第12条(精算義務の免責、返還並びに相殺)

②口ーン審査

取引⑳(ローン会社はY社)及び⑳(ローン会社はZ社)について、

その口ーン審査について本件に関連する事項は以下のとおりである。

ア Y社

オートローン契約申込時に、ディーラーから提出される書類は、■

に問合せをするな

^

・他にも、与信審査や本人確認のために、必要な書類の提出を求める

ことがある。

・審査は信用情報機関の

どして行っており、早くて5分、少なくとも 1日で審査は完了する。

イ Z社

オートローン契約申込時に、ディーラーから提出される書類は^.

30
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・ローン審査時の本人確認について、

審査は信用情報機関の

つており、概ね1時間ほどで審査の回答がある。

に問合せをして行
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第3 本件取引の実在性の有無

1 ヒアリングによる確認

上記第3のとおり、当委員会のヒアリングにより、販売車両は、取引⑱

を除いてA氏に対して納車されており、取引⑱についてはW氏に納車され
56

ていることが確認された。

2 客観的事実による確認

ヒアリングにより確認された事実からすると、販売車両はいずれも納車

されており、本件取引は実在性が認められるものと考えられるが、当委員

会では以下のとおり、ヒアリング以外の客観的事実からも納車の事実につ

いて確認を行った。

①納車受領書

上記第3のとおり、取引⑤ないし⑫、⑯、⑲、⑳及び⑳ないし⑳につ

いて、納車受領書の存在が確認されており、それぞれ1氏またはS氏名

義の署名が記載されている。

しかしながら、納車受領書に記載の署名はいずれも1氏またはS氏の

筆跡ではないものと思われる。

このため、納車受領書からは納車の事実を確認することはできない

(2) ETCのセットアップ

ア意義

納車にあたりETCのセットアップが行われるところ、反対にいえ

ば、納車が行われていないにもかかわらず販売車両にETCがセット

アップされているとは一般的に考え難い。

このため、本件取引の各販売車両についてETCがセットアップさ

れているという事実は、納車の事実を確認できる客観的事実といえる。

なお、セットアップ日の確認は、販売車両ごとに入力されているE

TCセットアップデータから、本件取引の各販売車両のデータを抽出

して行った。

イセットアップ日

本件取引について、それぞれ次の日にETCのセットアップが行わ

れていることが確認された。

・取引①(注文日:平成 19年5月19日)
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ヒアリングにおいてA氏、 S氏及びW氏は、本件取引はそれぞれ納車がされ

ている旨説明するところ、 3者についていずれも、納車されていないにもかか

わらず納車されていると説明する必要陛が認められないことから、 3者の当該

説明には信用性が認められる。



→同年6月8日

・取引②(注文日:平成20年6月2 2日)

→同年8月29日

・取引③(注文日:平成2 1年6月2 5日)

→同年7月19日

・取引④(注文日:平成22年8月5 田

→同年8月12日

・取引⑤(注文日:平成23年5月25 田

→同年6月22日

・取引⑥(注文日:平成23年10月14 勵

→同年10月22日

・取引⑦(注文日:平成24年2月2 2日)

→同年2月28日

・取引⑧(注文日:平成24年4月26 田

→同年4月29日

・取引⑨(注文日:平成24年1 0月2 5日)

→同年11月1日

・取引⑩(注文日:平成2 5年3月2 9日)

→同年4月18日

・取引⑪(注文日:平成25年5月15 助

→同年5月18日

・取引⑫(注文日:平成25年6月23 田

→同年6月24日

・取引⑬(注文日:平成25年9月13 田

→同年9月27日

・取引⑭(注文日:平成2 5年12月11 田

→同年12月25日

・取引⑮(注文日:平成26年6月13 田

→同年6月27日

・取引⑯(注文日:平成26年10月8 助

→同年10月18日

・取引⑰(注文日:平成26年12月13 田

→同年12月26日

・取引⑱(注文日:平成2 7年3月1 4日)

→同年4月2日

・取引⑲(注文日:平成2 7年4月18日)
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→同年4月30日

・取引⑳(注文日:平成27年6月27 田

→同年7月1日

・取引⑳(注文日:平成27年9月27 田

→同年10月1日

・取引⑳(注文日:平成2 7年12月15 田

→同年12月25日

・取引⑳(注文日:平成28年3月2 1 田

→同年3月29日

・取引⑳(注文日:平成28年6月25 助

→同年7月1日

・取引⑳(注文日:平成28年7月27 田

→同年8月2日

・取引⑳(注文日:平成28年9月27 田

→同年10月4日

・取引⑳(注文日:平成28年12月11 田

→同年12月11日

・取引⑳(注文日:平成28年12月20 田

→同年12月20日

・取引⑳(注文日:平成2 9年3月2 3日)

→同年3月23日

ウ以上のとおり、本件取引について、各販売車両についてETCがセ

ツトアップされており、納車の事実が確認できる。

(3)納車にあたってのETC利用履歴

ア ETC利用履歴

MT社及びMP社のETC利用履歴より、それぞれ次のとおり納車

にあたってのETC利用履歴が確認された。

なお、取引①及び取引②については確認できなかった。また、 K氏

の勤務先は取引⑱まではMT社厚木支店であり、取引⑲以降はMP社

大和支店である。

・取引③

(注文日:平成2 1年6月2 5日、 ETCセットアップ日:同年7

月19助

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

7月22日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。
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・取引④

(注文日:平成2 2年8月5日、 ETCセットアップ日:同年8月

12日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

8月12日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑤

(注文日:平成2 3年5月2 5日、 ETCセットアップ日:同年6

月22日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

6月23日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑥

(注文日:平成2 3年10月14日、 ETCセットアップ日:同年

10月22田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

10月23日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履

歴が存在する。

・取引⑦

(注文日:平成24年2月2 2日、 ETCセットアップ日:同年2

月28日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

2月28日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑧

(注文日:平成24年4月2 6日、 ETCセットアップ日:同年4

月29日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

4月30日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑨

(注文日:平成24年10月2 5日、 ETCセットアップ日:同年

11月1田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

11月2日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。
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・取引⑩

(注文日:平成2 5年3月2 9日、 ETCセットアップ日:同年4

月1 8日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

4月18日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑪

(注文日:平成2 5年5月15日、 ETCセットアップ日:同年5

月18田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

5月18日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑫

(注文日:平成2 5年6月2 3日、 ETCセットアップ日:同年6

月24印

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

6月25日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑬

(注文日:平成2 5年9月13日、 ETCセットアップ日:同年9

月27日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

9月28日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。

・取引⑭

(注文日:平成2 5年1 2月11日、 ETCセットアップ日:同年

1 2月2 5日)

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

12月25日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履

歴が存在する。

・取引⑮

(注文日:平成2 6年6月13日、 ETCセットアップ日:同年6

月27田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

6月28日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在する。
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・取引⑯

(注文日:平成2 6年10月8日、 ETCセットアップ日:同年1

0月18 田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

10月19日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履

歴が存在する。

・取引⑰

(注文日:平成2 6年1 2月1 3日、 ETCセットアップ日:同年

12月26田

→納車先のA氏の当時の住所は東京都世田谷区であるところ、同年

12月27日に、厚木料金所から東京料金所までのETC利用履

歴が存在する。

・取引⑱

(注文日:平成2 7年3月14日、 ETCセットアップ日:同年4

月2 田

→納車はW氏の東京出張に合わせ新宿駅周辺で行われているところ、

同年4月3日に、厚木料金所から東京料金所を通り用賀料金所ま

でのETC利用履歴が存在する。

・取引⑲

(注文日:平成2 7年4月18日、 ETCセットアップ日:同年4

月30日)

→A氏の当時の住所が東京都世田谷区であるのか、岐阜県であるの

かは不明であるととろ、いずれであったとしても、平成27年5

月2日には横浜町田料金所から東京料金所までのETC利用履歴

が存在し、同年5月1日には横浜町田料金所から名古屋料金所、

清須料金所及び一宮合併料金所を通って岐阜羽島料金所までのE

TC利用履歴がそれぞれ存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 7年6月2 7日、 ETCセットアップ日:同年7

月1 田

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜市^であるところ、同年7月
3日に、横浜町田料金所から名古屋料金所、清須料金所及び一宮

合併料金所を通って岐阜羽島料金所までのETC利用履歴が存在

する。

・取引⑳

(注文日:平成2 7年9月2 7日、 ETCセットアップ日:同年1

37



0月1 田

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜市^であるところ、同年10
月2日に、横浜町田料金所から岐阜羽島料金所までのETC利用

履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 7年12月15日、 ETCセットアップ日:同年

12月25田

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年1
2月26日に、厚木料金所から岐阜羽島料金所までのETC利用

履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年3月2 1日、 ETCセットアップ日:同年3

月29日)

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年3
月30日に、海老名北料金所から厚木料金所を通り岐阜羽島料金

所までのETC利用履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年6月2 5日、 ETCセットアップ日:同年7

月1田

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年7
月2日に、海老名北料金所から岐阜各務原料金所までのETC利

用履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年7月2 7日、 ETCセットアップ日:同年8

月2 田

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年8
月5日に、寒川北料金所から岐阜各務原料金所までのETC利用

履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年9月2 7日、 ETCセットアップ日:同年1

0月4日)

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年1
0月7日に、寒川北料金所から豊田藤岡料金所及び長久手料金所

を通り岐阜各務原料金所までのETC利用履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年1 2月11日、 E TCセットアップ日:同年
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1 2月1 1日)

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年1
2月17日に、寒川北料金所から大垣料金所までのETC利用履

歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 8年12月2 0日、 ETCセットアップ日:同年

1 2月2 0日)

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年1
2月22日に、寒川北料金所から岐阜各務原料金所までのETC

利用履歴が存在する。

・取引⑳

(注文日:平成2 9年3月2 3日、 ETCセットアップ日:同年3

月2 3日)

→納車先のA氏の当時の住所は岐阜県^であるところ、同年3
月27日に、寒川北料金所から大垣料金所までのETC利用履歴

が存在する。

イ以上のとおり、取引③ないし⑳について、納車にあたってのETC

利用履歴から、納車の事実が確認できる。

3 結論

以上より、ヒアリングによる確認に加えて、 ETCのセットアップ及び

納車にあたってのETC利用履歴という客観的事実からすれば、本件取引

の販売車両はいずれも納車されているといえ、本件取引は実在性が認めら

れる。
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第4 他事例の調査結果

1 調査の趣旨

本件取引の調査の結果、第2及び第3に記載した事実が判明した。

本件取引は、当初、実在性のない取引であって何らかの不正な会計処理が

行われていることが疑われたため、当委員会が、この事実関係及び背景事情

について調査を行った。①本件取引以外に不正な会計処理が疑われる実在性

のない取引がないかどうかを確認するため、及び、②名義貸し及び禁止事項

違反の信販契約等の発生が、本件取引におけるK氏、 A氏夫妻、 1氏、 S氏

及びW氏の特殊な関係性から発生した特異な事例であるのかそれとも他にも

存在しているのかの2点を確認するため、当委員会は、 MT社及びMP社に

おいて、同種事案の有無を調査した。

2 調査方法

MT社及びMP社の平成27年4月~29年12月の注文書データ(M

T社につき全16 22台、 MP社につき全2883台)から、「1年以内の

買替、ローン判定マイナス伊剣責あり)」という条件で抽出したデータ(M

T社において 11件訂認、 MP社において 16件諦、合計27件釦)に関する

注文書、ローン契約書、自動車検査証、納車受領書、下取車査定書、印鑑証

明書を提出してもらい、売買の実在性を調査するとともに、名義貸しの可能

性の有無並びに口ーン残債の上乗せの有無の確認を行った。

MT社における 11件及びMP社における16件の一覧は、別紙2のと

おりである。名義人別に、との項(第4)において以下、 MT①、 MP①と

表記する偶1採氏2の顧客番号に基づく)。

売買の実在性は、印鑑証明書の提出、購入者及び口ーン契約者を使用者

とする自動車検査証及び納車受領書があることによって確認した。

名義貸しの可能性の有無については、購入者と自動車検査証上の使用者

の異同、使用者の住所(印鑑証明書により確認)と自動車検査証上の使用の

本拠の位置との異同、かつ納車受領書の氏名欄の筆跡と新車注文書及び口ー

ン契約書釦の氏名の筆跡との異同によって確認した舵。

郭件数は、注文書上の契約名義人単位である。
認台数にして計28台であり、この間のMT社全販売台数の1.
59

台数にして計51台であり、この間のMP社全販売台数の1

フ%を占める。

8%を占める。

飢但し、今回開示を受けた口ーン契約書は、自署押印欄のない申込書(入力済
帳票)がほとんどであった。

能但し、関係者が真の使用者又は購入者が表に現れないように各書面を整えて
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ローン残債の上乗せの有無については、新車注文書、ローン契約書及び

下取車査定書の記載内容の比較により確認した。

3 調査結果

① MT社における11件

ア MT①

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。

3台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

1台目につき、新車注文書では、車両代金、オプション代金、諸費用

代金の合計が約1043万円であり、下取車買受後の下取車残債額(以

下この3項において、「下取車残債額」という場合は、「下取車買受後の

下取車残債額」を意味するものとする。)約131万円であるところ(合

計約1174万円)、ローン契約書では車両代金、オプション代金、諸費

用代金の合計が約1194万円であり(頭金の記載あり)、下取車に関す

る記載はなかった。下取車残債額がオプション代金とされていることが

わかる。

2台目及び3台目についても1台目と同様の処理がなされている。な

お、本調査上の最終取引である3台目における下取車残債額は約430

万円である。

イ MT②

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。 2台とも納車受領書が

不存在であり、その理由は不明である。 1台目と2台目の購入間隔は約

4か月である。印鑑証明書があるが、比較できる署名がない。このため、

納車時のETCセットアップ完了記録、 DVS (BMWによるディーラ

一車両システム。)における受注インプット画面及び営業活動システムに

おける営業活動履歴の提供を受け、購入者に対する納車の事実を確認し

た。したがって、売買の実在性はあり、名義貸しの可能性はないと思わ

れる船。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である2台目における下取車残債額は約130万円である。

いた場合には、書面調査による確認には限界がある。

綿なお、 MT社営業本部長兼平塚支店長によると、 2シリーズのスポーツタイ

プ車両購入後、エンジン、ブレーキ等が本格的なMシリーズの車両が発売され

たための買替えであり、こだわりのある顧客の典型的な買替パターンとのこと

であった。
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ウ MT③

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。両方とも現金と下取車

売却金で購入しており、ローンの利用がない。

2台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

I MT④

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。

3台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である3台目における下取車残債額は約630万円である。

オ MT⑤

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である3台目における下取車残債額は約234万円である。

力 MT⑥

購入者は法人であり、 2台の購入履歴がある。

新車注文書、納車受領書には、法人の代表者印が捺印され、ウエブ上

で確認できる代表者名にも棚語はなく、 3台を通じ、売買の実在性がな

いこと、名義貸しの可☆断生が窺えるような事情は見当たらなかった。

2台とも自動車検査証上の使用者の住所は茅ケ崎市の会社本店所在地

であるが、使用の本拠の位置は、代表者の住所とも、会社支店の所在地

とも異なる横浜市^の住所であった。この点にっき確認したとこ
ろ、同住所は購入法人の営業事務所であるとのことだった喫。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である2台目における下取車残債額は約7万円である。

キ MT⑦

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である2台目における下取車残債額は約409万円である。

輿同社の社名表示のあるB in尽 MapS の提供を受けた。
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ク MT⑧

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。

3台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

MT⑧取引事案において特徴的なのは、各車購入時に、下取車を2台

ずつ売却していることである。 1台目、 2台目の車は、 3台目購入時に

まとめて下取車にしている。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である3台目における下取車残債額は約771万円である。

ケ MT⑨

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。 3台とも納車受領書が

不存在であり、その理由は不明である。 2台目について印鑑証明書が不

存在である。このため、 DVSにおける受注インプット画面及び営業活

動システムにおける営業活動履歴の提供を受け、購入者に対する納車の

事実を確認した。したがって、売買の実在性はあり、名義貸しの可能性

はないと思われる。購入の間隔は、約1年及び約3か月である砺。

売買の実在性はあるものと思われ、また、名義貸しでもないと思われ

る。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である3台目における下取車残債額は約115万円である。

コ MT⑩

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。 1台目、 2台目は現金

と下取車売却金で購入しており、ローンの利用がない。 3台目は、ロー

ンを使用している。

3台を通じ、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

新車注文書及び口ーン契約書に記載されている、車両代金、下取車残

債額、下取車価格は同一であり、ローン契約において、残債額約88万

円が含まれた形で契約されており、信販会社承諾の上の契約ということ

であるから信販会社との加盟店契約違反にはならないものと思われる。

サ MT⑪

購入者は個人であり、 3台の購入履歴がある。

3台を通じ、使用者の住所(新車注文書、ローン契約書、自動車検査

証、印鑑登録証。東京都足立区)と使用の本拠の位置岫動車検査証。

65

2台目と3台目の間隔が3か月であることについては、

に遭ったためとのことである。
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東京都荒川区)とは異なっているが、使用の本拠の位置は、購入者が代

表を務める歯科技工の事務所の所在地であり、そのことは、ウエブ上で

確認できる。

したがって、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能陛が窺えるよ

うな事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、MT①と同様の処理がなされている。なお、

最終取引である3台目における下取車残債額は約38万円である。

② MP社における16件

ア MP①

購入者は個人であり、 4台の購入履歴がある。

1台目は、購入者の住所が^であり、自動車検査証の使用
の本拠の位置は空欄であるが、 2台目、 3台目にっき、住所が東京都■
^、使用の本拠の位置が第1乃至第3で言及したK氏の自宅住所
帥刻恨^)、●台Rにっき、東京都^、使用の本拠の位

置が横浜市^となってぃる"。
4台を通じ、売買の実在性はあると思われ、また名義貸しをうかがわ

せるような事情は見当たらなかった。

提供を受けた1台目及び2台目の口ーン契約書は、複写の字が薄いた

め読み取れず、 3台目の口ーン契約書は欠落していた。 4台目について

は、本来の下取車残債額が約592万円であるところ、ローン契約書で

は、残債約1041万円及び下取車充当額約982万円、現金約60万

と記載され下取車残債額がないこととなっていた。

イ MP②

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

1台目について、納車受領書が欠落しているが、 2台を通じ、売買の

実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるような事情は見当たらな

かった。

ローン契約書は、ともに複写の字が薄くて読み取れないが、下取車に

関する記載はないようである。新車注文書では、ともに下取車残債額が

"この点、大和支店担当者Q氏に確認したところ、購入者は仕事の都合で^
^に転居したが、湘南ナンバー、横浜ナンバーの車が欲しいということで、
当時の上司であるK氏に相談したところ、 K氏自宅住所で車庫証明を取ってく

れた、また、横浜市^の住所は、大和支店の同僚のR氏の住所であるとの
ことであった。 K氏に確認したところ、 2台目、 3台目につき、車庫証明の取

得に協力した記憶があるとのことであった。
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存在する。なお、最終取引である2台目における下取車残債額は約17

8万円である。

ウ MP③

購入者はMP社大和支店の社員であり、 4台の購入履歴がある。

3台目の車が全損のため、 4台目の購入に当たっては下取りがない。

1台目乃至3台目につき、ローン契約書は、いずれも複写の字が薄い

ため読み取れないが、下取車に関する記載はないようである。

売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺えるような事情は見

当たらなかった。

4台目の新車注文書では、車両代金、オプション代金、諸費用代金の

合計が約914万円であるところ、ローン契約書では車両代金、オプシ

ヨン代金、諸費用代金の合計が約1140万円、現金が約319万円、

ローン元金が残りの約821万円となっている。損害保険による填補が

あったと思われ、下取車残債額の上乗せの有無は不明である。

I MP④

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台とも納車受領書が欠落しているが、売買の実在性がないこと、名

義貸しの可ヨ計生が窺えるような事情は見当たらなかった。

1台目の新車注文書では、車両代金、オプション代金、諸費用代金の

合計が約450万円であるところ、支払条件は現金35万円、下取車価

格50万円、残債約92万円、ローン元金400万円となっている。ロ

ーン契約書では、車両代金、オプション代金、諸費用代金の合計が55

1万円、現金220万円、ローン元金400万円となっている。 2台目

も同様である。

したがって、新車注文書では下取車残債額の記載があるところ、 口」一

ン契約書では下取車に関する記載はない。なお、最終取引である2台目

における下取車残債額は約17万円である。

オ MP⑤

購入者は個人であり、 4台の購入履歴がある。

4台中2台の印鑑証明書が欠落しているが、売買の実在性がないこと、

名義貸しの可能性が窺えるような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、MP④と同様の処理がなされている。なお、

本調査における最終取引である4台目における下取車残債額は約229

万円である。

力 MP⑥

購入者は法人であり、 6台の購入履歴がある。
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法人代表者印の印鑑証明書は欠落している。法人の所在地は神奈川県

^であるが、■動車検査証上の使用の本拠の位置は●台Rにっき冒
^の住所となっており、残りの5台にっいては横浜市^の住所とな
つている。連帯保証人欄に記載された代表者の住所は、神奈川県^
となっている。新車注文書、納車受領書、ローン契約書には、代表者個

人の実印と思われるもの、認印と思われるもの、会社代表者印と思われ

るものが混在している。

法人所在地と使用の本拠の位置が異なるととにつき、確認した結果、

購入法人は、^のグループ企業の1社であるところ、
の住所は^の本社の所在地であり、購入法人の営業拠点でも
泌との之であ0た。また、樹肺■のイ珂は、^の営
業事務所兼購入法人の営業拠点とのことであった脚。

下取車残債額については、 4台目につき、新車注文書では下取車残債

額約151万円、ローン契約書では下取車残債額約115万円となって

いるほかは、他の車の口ーン契約書では下取車残債額はないこととなっ

ていた。なお、最終取引である6台目における下取車残債額は約775

万円である。

キ MP⑦

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台とも、売買の実在性がないこと、名義貸しの可ヨ断生が窺えるよう

な事情は見当たらなかった。

1台目の下取車残債額については、新車注文書では下取車残債額が存

在するところ、ローン契約書では残債額を上回る下取額が記載され下取

車残債額はないこととなっていた。

2台目については、新車注文書では下取車残債額が約56万円である

ところ、ローン契約書では約65万円の下取車残債額が含まれて契約さ

れており、信販会社承諾の上の契約ということであるから信販会社との

加盟店契約違反にはならないものと思われる。

ク MP⑧

購入者は法人であり、 5台の購入履歴がある。

全取引を通じて、 2通の法人代表者の印鑑証明書及び1通の商業登記

事項証明書が提出されている。自動車検査証の使用者の住所は、会社所

在地兼代表者住所である。各書面の筆跡は、明らかに異なるものがある

が、印影は、会社代表者印が用いられている。

(藤沢支店■氏。既退職。)は、俳当時の販売担当者

とのことである。
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5台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能陛が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、全取引において、新車注文書では下取車残

債の記載があるが、ローン契約書では下取車残債額はないこととなって

いた。なお、最終取引である5台目における下取車残債額は約216万

円である。

ケ MP⑨

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

1台目につき、印鑑証明書が欠落し、 2台とも納車受領書が欠落して

いる。購入の間隔は約3か月である。提供を受けた資料では、売買の実

在性の有無、名義貸しの可能性については確証を持てなかったため、 D

VSにおける顧客活動履歴の提供を受けて確認した能。

下取車残債額については、 MP⑧と同じ処理がなされている。なお、

2台目における下取車残債額は約195万円である。

コ MP⑩

購入者は法人であり、 5台の購入履歴がある。

購入者は^の法人であるが、自動車検査証上の使用の本拠の位置
が神奈川県^となってぃることにっき、 H営業部長に確認したとこ
ろ、会社の支店登記か、代表者の住居があったとのことであり、 5台を

通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可ヨ計生が窺えるような事

情は見当たらなかった。

3台目については、下取車価格が残債額を上回っている。他の車の下

取車残債額については、 MP⑧と同じ処理がなされている。なお、 5台

目における下取車残債額は約157万円である。購入法人は、ネット上

の情報によると昨年1月に破産の申し立てをした。

サ MP⑪

購入者はMP社東戸塚支店の社員であり、 5台の購入履歴がある。

5台とも印鑑証明書が欠落しているが、 5台を通じて、売買の実在性

がないこと、名義貸しの可能性が窺えるような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、 MP⑧と同じ処理がなされている。なお、

側顧客活動履歴によると、購入者が購入後、整備、ガラス交換、フィルム張り

等を行っていることがわかる。また、顧客活動履歴にも表れているが、 3か月
での買い替えの理由は、 1台目の納車翌日にいたずらにより車体に傷をつけら

れたところ、当時自営の整体院を移転し、心機一転を図った、 2台目のボディ

カラーが気に入った等の事情によるとのことである(MP社東戸塚支店皿氏(既
退職)の話による)。
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5台目における下取車残債額は約160万円である。

シ MP⑫

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能陛が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、 1台目の口ーン契約書では下取車残債額は

ないこととなっており、 2台目の口ーン契約書では下取額と現金の合計

が下取車残債額と同額となっていた。なお、 2台目における下取車残債

額は約148万円である。

ス MP⑬

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、 MP⑧と同じ処理がなされている。なお、

2台目における下取車残債額は約401万円である。

セ MP⑭

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

2台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、 2台とも、ローン契約書において下取額が

下取車残債額と同額となっていた。なお、 2台目における下取車残債額

は約187万円である。

ソ MP⑮

購入者は個人であり、 2台の購入履歴がある。

MP⑮の取引の特徴は、納車が^でなされてぃる点である。
この点についてSA社のK取締役に確認したところ、以前横浜に居住し

ていた■であり、■の時間感覚が合わないため、輸送"ストを考え
てもMP社から購入したいとの希望であったとのことである。なお、

盟において購入の勧誘をしたわけではないので、ディーラー契約には違
反しない。

2台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、1台目の口ーン契約書では下取車残債額は

ないこととなっており、 2台目の口ーン契約書では下取額が下取車残債

額と同額となっていた。なお、 2台目における下取車残債額は約193

万円である。
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タ MP⑯

購入者は法人であり、 2台の購入履歴がある。なお、各書面上、購入

者名義は有限会社となっていたが、 2台目に付された印鑑証明書では購

入者は合同会社である。各書面に押印された代表者印にも合同会社の表

示があるが、ゴム印(社版)や手書きの受領サインは有限会社の表示で

あり、詳細は不明である。

2台を通じて、売買の実在性がないこと、名義貸しの可能性が窺える

ような事情は見当たらなかった。

下取車残債額については、 MP⑧と同じ処理がなされている。なお、

2台目における下取車残債額は約237万円である。

③調査結果のまとめ

以上、平成27年4月から29年12月までのMT社及びMP社の新車

販売(MT社につき全1622台、 MP社につき全288 3台)から、「1

年以内の買替、ローン判定マイナス(残債あり)」という条件で抽出した2

7件79台(MT社において 11件28台、 MP社において 16件5 1台)

について、売買の実在性を調査するとともに、名義貸しの可お断生の有無並び

に口ーン残債の上乗せの有無の確認を行ったところ、調査対象27件のうち、

売買の実在性がないと思われるものはなく、また、名義貸しの可育目性がある

と思われるものもなかった。

ローン残債の上乗せについては、全取引を通じて口ーンの利用がないも

のが1件、ローン契約書においても残債額が正しく表示されているものが2

件(X社及びZ社)あったが、それ以外の24件で、下取車残債額がないこ

とになっていた。

使用の位置の本拠の住所につき、 K氏の住所及びK氏の部下であった社

員の住所を使用したものが1件あったがW、それ以外のもので、購入者の住

所又は使用者の住所と使用の位置の本拠の住所が異なる車両については、す

べて合理的な事情があるものであった。

4 W氏名義の取引(取引⑱)について

W氏名義の取引⑱は本件取引のーつであり、他事伊ルいうことではないが、

取引⑱に係る契約関係について今後予想される問題点を、便宜上本項で指摘

しておく。

的この1件に関与した大和支店の社員Q氏、 R氏は、支店長のK氏から、支店
長の売買実績を付け替えてもらったことによる恩義を感じていたのではないか

ということであった(MP社H営業部長の見解)。
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前記第2のとおり、取引⑱はW氏の名義貸しによるものであるところ、現

在もA氏が口ーン代金(ボーナス払分は除く)を支払っている。そうすると、

本件問題の発端である1氏名義の取引⑳及び⑳と同様、 A氏が取引⑱の口ー

ン代金を今後支払えなくなる可育計生も皆無ではない。

その場合、ローン代金は自分が支払うとのA氏からの約束を受けてW氏は

名義貸しを承諾しているため、 W氏が口ーン代金の支払を遅滞することが考

えられ、また、取引⑳及び⑳の 1氏と同じく、 W氏も口ーン会社(Y社)に

対し債務不存在を主張することが考えられる。しかしながら、取引⑳及び⑳

は名義冒用の事案であるのに対して取引⑱は名義貸しの事案であるから、 W

氏の債務不存在の主張が直ちに法的に認められるとは考えられない。

なお、仮に今後口ーン代金が支払遅滞となった場合、取引⑱は加盟店契約

(Y社との加盟店契約)に違反していることから、 W氏の債務不存在の主張

が法的に認められるがどうかにかかわらず、ローン会社(Y社)から、加盟

店契約違反に基づき口ーン代金の支払を請求される可能性も全くないわけで

はない。

以上の問題点に対し、必要と考えられる会計処理等については後記で指摘

する。
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第5 過年度決算訂正の必要陛の検討

1 本件取引に係る不正による重要な虚偽表示の存在の検討

当委員会は本件取引ならびに同種事案の事実調査により得られた結論が、

過年度遡及修正を含むSA社の公表済財務諸表の修正を要求するような不正

による重要な虚偽表示をもたらすものであるか否かにつき、売上計上に関す

る各要点に従い、検討を行った。

2 調査方法

・ MT社、 MP社の平成20年3月期以降の貸借対照表及び損益計算書の推

移分析

・ SA社経理担当者(MT社、 MP社担当)(以下「経理担当者」という。)

への会計処理フローに関するヒアリング

・本件取引に係る売上計上記録ならびに売掛金の回収状況の確認

・第4で検出した他事例に係る売上計上記録の確認

なお、調査対象とした主な資料は別紙3参照

3 調査並びに検討結果

a)販売取引の実在性の観点からの検討

本件取引における各販売取引については以下の観点より実在性が確保さ

れているものと判断した。

》納車の事実を証明する証拠記録の存在

上記第3に記載のとおり、当委員会によるヒアリング結果、販売車両へ

のETCセットアップ作業記録の検証、ならびに納車にあたってのET

C利用履歴の検証の結果、本件販売取引に係る各車両につき納車の事実

が存在していないと思わせる事例が検出されていないこと。

(2)売上計上金額の妥当性の観点からの検討

本件取引においては上記第2に記載の通り、下取車残債額を口ーン元金

に含めるために、オートローン契約書において、実際に存在しない附属品

やオプション等を新車販売価格に上乗せする形で現金販売価格を調整する

手法が採られていることが判明している。

当該手法が、本件取引の売上計上額に及ぽす影響(売上の過大計上の可

官断男について過去10期間の財務諸表を対象とした財務分析ならびに売

上計上記録に関する証懇突合等の手続により検討を行った。

これらの手続きの結果、下述④記載の取引を除き、各取引における売上

計上額には実際に存在しない附属品やオプション等の代金は含めておらず、

新車注文書に記載の新車販売価格を売上計上額としていることが確認でき、
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売上計上額に疑義を生じさせる取引は検出されなかった。

③売上計上の期間帰属の適切性の観点からの検討

経理担当者へのヒアリングにより、 MT社、 MP社の車両販売に係る売

上計上基準として、車両登録日をもって売上計上日とする方法を採用して

いることを確認した。

よって、本件取引において車両登録日と売上計上日の飛離の有無を検証

したところ、全ての取引において車両登録日と売上計上日が一致している

ことを確認した。

④売上の過大計上に疑義を生じさせる取引について

上記第2の記載のとおり、S氏からW氏への契約名義変更スキームにより、

下取査定金額700万円の車両につきMT社がS氏より1470万円で買

い取り、同時にW氏へ同額で販売している取引(以下、「取引⑱」とする)

が検出されている。

当該取引による売上計上金額はW氏の購入価格である1470万円として

記録されているととを会計記録の閲覧により確認している。

ここで問題となるのは、本来700万円相当の価値の車両を1470万円

として売上計上している点である。仮にMT社とW氏との取引が純然たる第

三者間取引であるならば、W氏の購入価格が売上計上額となることに何ら問

題はないものの、W氏はA氏の依頼に基づきオートローン契約の名義貸しを

行っているのであり、必ずしも購入した車両に1470万円の価値があると

の認識はなく、S氏の残債整理の目的でA氏の提案によりK氏が設定した価

格で購入したにすぎない。MP社の中古車販売の粗利益率は概ね5%程度で

あることからは、本来の適正な販売価格は737万円程度であったものと推

測される。

よって、適正販売価格と実際の販売価格との差額約733万円程度の売上

の過大計上にかかる疑義が生じることとなる。

この点につき当委員会で検討した結果、以下の理由により、過大計上の疑

義は生じているものの、過年度の売上計上の訂正を要する程度に重要な疑

義ではないものと判断した。

D 意図的な虚偽の表示に該当しないと判断されること

取引⑱は、売上計上額ならびに利益計上額の水増しを直接の目的とした

取引でないと考えられ、財務諸表の意図的な虚偽の表示には必ずしも該当

しないと判断されること。

註)誤謬による虚偽の表示に該当しないと判断されること

純然たる第三者間による取引とは認め難いものの、S氏とW氏に直接的

な面識はなく、W氏は自身の名義による当該車両の購入を承認しているこ
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とが認められることからすれば、形式的のみならず実質的にも他の中古車

売買取引との相違はみられず、当該取引に係る証愆書類をもって売上計上

処理を行ったことが事実の見落とし等誤謬による財務諸表の虚偽表示に

は必ずしも該当しないと判断されること。

血)虚偽表示の額が重要でないと判断されること

取引⑱と類似性を有する可能性のある取引を以下のとおり抽出し、車両

査定価格と下取価格との間に重要な差異が生じている取引の有無を検証

したととろ、取引⑱と同様の取引が行われたと識別させる取引は検出され

ず、仮に取引⑱をもって過年度決算の訂正を行ったとしても、その影響額

は軽微であると考えられること。

(抽出条件)

ア. MT社、 MP社の平成27年4月~平成29年12月の中古車買取取

引(新車販売に伴う下取取引、デモ車登録を目的とした仕入取引を除く)

イ.アで抽出された取引のうち、車両買取価格が3百万円超の取引

⑤他事例に係る不正による重要な虚偽表示の存在の検討

上記第4で検討した他事例につき上記①ならびに②と同様の検討を行

つたところ、不正による重要な虚偽表示の存在を疑わせる事実は検出されな

かった。

以上の調査ならびに検討の結果、当委員会は本件取引並びに検討を加えた

一連の同種事案が過年度遡及修正を含むSA社の公表済財務諸表の修正を要

求するような不正による重要な虚偽表示をもたらすものではないとの結論に

至った。

4 検出された違反行為がもたらす影響

これまでの当委員会の調査において「X社、 Y社及びZ社との間に締結さ

れた加盟店契約違反」といった違反行為が検出されている。

当委員会は、検出された違反行為が(将来を含む) MT社、 MP社の会計

処理に影響を及ぽす違反行為であるか否かにつき検討を行った。

①会計処理への影響の検討(取引⑳⑳)

上記第1のとおり、 1氏よりY社、 Z社に対して債務不存在の主張がなさ

れているが、当委員会による調査結果のとおり、 MT社、 MP社と両社との

間で締結された加盟店契約に違反する行為が行われていると認められる事

実が検出されていることから、現在のところ両社から加盟店契約違反を理由

に1氏が負担しているオートローン債務の未弁済額につきMP社に弁済義
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務が課される可能性が高いものと思1斗する。

当該事実は例えぱ下記に挙げるようにSA社グループの会計処理に影響

を及ぽすものと判断する。

D 将来発生する損失に対応する引当金の計上

引当金の計上を採用する場合、過年度の公表済財務諸表への影響の有無

を検討する必要があるが、将来の損失に繋がる事象の起因を以下のいずれ

かの時点に求めるかにより結論が異なる。

ア.名義冒用等の加盟店契約違反が生じたことにより将来的に債務不存

在の主張がなされる可能性が生じた時点、即ち本件取引の各々の発生

時点。との場合はMT、 MP社両社において引当金の計上を検討する

必要が生じる。

イ. 1氏による債務不存在の主張の対象となる各々の契約(取引⑳、取

引⑳)の締結時点。この場合はMP社において引当金の計上を検討す

る必要が生じる。

ウ.1氏による債務不存在の主張が認められ、 MP社に債務弁済義務が

生じる可能性が高まったと判断される時点。この場合はMP社におい

て引当金の計上を検討する必要が生じる。

この点につき当委員会にて検討を行ったところ、ウ.を採用すべきと

判断に至った。

これは加盟店契約違反が発生じた時点においてはMT社、 MP社にお

いて必ずしも将来損失の発生可能性を予見できるものではなく、この時、

で入手可能な情報に基づき最善の見積もりを行うことは相当程度に困難

と言わざるを得ない。よって、かような状況において行った過去の見積

もりに誤りがあることを理由として過年度に遡及して会計処理の修正

(引当金の計上)を行うことは必ずしも必要と考えられるものではなく "、

将来損失の発生可育目性が相当程度に高まったウ.の時点が属する会計期

間において将来損失にかかる引当金を計上することで足りると考えたも

のによる。

註)偶発債務としての財務諸表への注記

将来損失の発生可能性が低いと判断される場合、もしくは損失発生の

可育断生が高いものの、損失額を合理的に見積もるととが困難である場合円

は、偶発債務として財務諸表への注記を行うことが考えられるが、この

場合、過年度の公表済財務諸表へ影響を及ぽすものではない。

②会計処理への影響の検討(取引⑱)

70

現行の会計基準上、「通常極めて限られたケース」と考えられている。
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上記第2及び第4のとおり、取引⑱についても加盟店契約違反の存在が検

出されており、将来的にW氏が債務不存在の主張を行う可ヨ断生が否定できな

い以上、W氏の負担するオートローン債務の未弁済額につきMT社に弁済義

務が課される可育三性が存在しているものと判断できる。

しかしながら、取引⑳、取引⑳と異なり、現時点で当該債務の弁済が滞っ

ているもしくは、W氏から債務不存在の主張がなされたという事実が検出さ

れておらず、仮に加盟店契約違反が存在しているとしてもW氏名義の債務が

完済されるのか否かについての見通しは現時点では不明である。

この観点からは現時点でMT社に損失が発生する可☆断生の程度の測定、損

失発生額の合理的な見積もりが困難であるということを鑑み、後に損失発生

可ヨ断生が相当程度に高まった時点での引当金計上という対応が考えられる。

併せて、現時点においては入手可能な情報に基づいた将来損失の見積額に

つき、偶発債務として財務諸表への注記を行うといった対応も検討すべきで

あろうと思われる。

(3)影響額についての検討

発生可育断生の測定、損失金額の見積もりについての検討は本調査の調査対

象範囲外のため、損失発生可能性、損失金額の見積もりについて当委員会で

は検討していない。

当該検討事項についてはSA社の会計監査人である監査法人との協議の

うえ決定されたい。

,
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第6 本件の発生要因に関する見解

1 本件取引の動機ならびに企業風士の検討

当委員会は、 K氏が本件取引を行った動機ならびに本件取引が10年間に

わたり繰り返し行われていたことの原因としてのSA社グループの企業風士

につき検討を行った。

① K氏の動機の考察

当委員会は、本件取引が行われた背景の検討の一環として、 K氏が本件取

引を行った動機について検討を行った。 K氏に対するヒアリングによるとK

氏はA氏に対する販売取引を自ら積極的に行っていたのではなく、むしろ遠

方の顧客であること、およびA氏からの販売価格の値引き等種々の高圧的な

要求に応えるととにより業務が煩雑となっていることから、むしろA氏との

取引の継続を望んではおらず、本件取引はA氏の様々な車種を乗り替えたい

というA氏の意向に応じたものであると述べている。この点A氏、 S氏及び

W氏に対するヒアリングからは本件取引がK氏主導で行われたとする証言

は得られておらず、 K氏の証言と整合している。

また、 K氏は上記第2に記載のとおり、平成27年4月1日付でMT社

よりMP社へ出向しているが、K氏によると出向により配属先の営業店が変

わったことをA氏には敢えて伝えていなかったことや、下記で詳述するが、

本件取引が一時的にMP社内で問題視されたこと等、A氏との継続的な取引

を断絶することのできる機会は存在していたにもかかわらず本件取引を継

続したK氏の動機につき疑問が残るととろであるが、この点につき、以下の

観点から検討を加えた。

i)販売台数目標が与える影響

K氏へのヒアリングの結果、新車販売の営業担当・支店長として販売台数

目標達成に向け日々奔走していたこと、また目標達成に関するプレッシャ

ーと向き合っていたことが窺うことができたが、これはK氏のみならず外

車ディーラー営業マンとして一般的なものであり特筆すべき事項ではない

程度のものと推測される。

当委員会としては過去10年にわたって28台(新車販売のみ)の販売実

績がK氏の販売台数目標に与える影響の程度について客観的に論じること

は困難であるものの、以下の点において、本件取引がK氏の販売台数目標

に重要な影響を及ぼしていたとは考えられないと判断している。

ア K氏は前職の

て20年超にわたりBMW車の販売に従事してきたべテラン営業マン

であり、本調査における社内関係者へのヒアリングからはK氏の営業

成績は概ね良好であったことが窺えること。
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イ 本件取引の発生月に(期末月である3月や中間期末月である9月に集

中している等)一定の法則性が存在しないこと。

K氏がMP社大和支店長に就任した後の平成28年3月期ならびに平

成29年3月期のMP社の予実管理資料を閲覧したところ他支店との

比較において大和支店の販売台数実績が極端に落ち込んでいるという

事実が検出されていないとと。

ウ

五)インセンティブ給与の存在

MP社、 MT社においては新車販売台数に応じた各従業員へのインセ

ンティブ給与が支給されている。これは自動車ディーラーであれば一般

的なものであり、当然にK氏に対してもインセンティブ給与の支給が行

われているが、上記D 同様にインセンティブ給与の存在が本件取引の

直接的な動機であるとの結論を得ることはできなかった。

血) K氏に対する上位職者、親会社からの圧力の存在

上記D 記載のとおり営業担当、支店長としての挙績達成に向けての

K氏の上位職者からの動機付けは当然にあったものと推測されるが、当

委員会の調査においてはK氏の上位職者または親会社であるSA社から

社会通念を逸脱する程度の圧力がK氏に対して課されていたとされる事

実は検出されていない。

ル)その他の金銭的な利得

そこで、当委員会はK氏がインセンティブ給与以外の何等かの個人的

な利得を得るべく本件取引を継続的に行った可能性を検討したが、本調

査においてK氏が金銭的な利益を得ている事実また金銭的な利得以外の

個人的な特筆すべき動機は検出されていない。

②企業風士の考察

新車販売ディーラーとして販売台数の伸長が企業としての至上命題とな

らざるを得ないことは当然である。現にMT社、 MP社がBMW車の正規デ

イーラーとして存続するためにはビー・エム・ダブリュー株式会社が提示す

る販売台数目標をクリアし続ける必要があったことや、両社の計上する利益

の大半は同社から得られる目標達成インセンティブであったことからは、両

社の経営目標において販売台数の確保が至上命題であったことが容易に想

像できる。

SA社が両社を買収した当時から経営を任されていた三堀社長(当時。以下
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「M社長」という。)としても、経営上の最重要課題として販売台数の確保に

傾倒せざるを得ず、一方の経営者としての命題である企業体として求められ

る法令・社会規範・倫理の遵守といった経営課題との間のバランスを欠いて

いたことは否めないところである。

また、当委員会による調査の過程でK氏及び社内関連者に対してヒアリング

を行ったところ総じて以下のような証言を得ていることからは、 MT社、 M

P社において販売台数至上主義・加盟店契約軽視といった風土が醸成されて

いたことが窺える。 n

》顧客の与信管理は信販会社に任せており、信販会社による審査がクリア

した以上、顧客の与信状況は問題ないと認識していた。

》本来、顧客の残債をオートローン元金に上乗せすることは禁止されてい

るが、オートローン契約書に存在しないオプション等を加えることでク

リアしていた。この手法は度々行われていた。

確かにSA社の顧客がオートローン契約を利用した販売取引の場合の与

信管理責任は信販会社に課せられていることは言うまでもないが、それは加

盟店契約の各条項を遵守しているとの前提の上に成り立っていることであり、

与信上問題がある顧客に対しても信販会社の与信審査が通ればOKという風

潮がひいては与信審査を通すことが目的と変質し、加盟店として負うべき義

務(契約者の成りすましの防止等)を怠るという企業全体としてのコンプラ

イアンス意識の醸成の不徹底という点にSA社グループに内在する根源的な

問題があるものと考える。

その意味においては加盟店契約違反となる取引の横行を許した結果、将来

的にSA社グループに多額の損失が生じるりスクを招いたことは当然の帰結

ともいえよう。

2 内部統制に関する見解

結果として本件取引が継続した直接的な原因はK氏の個人的な資質(不適

切な取引を継続して行うという規範意識の不足)によるところが大きいとし

ても、本来的にSA社には会社組織としてそのような不正取引を未然に防ぐ

義務があり、そのために必要な対応策を講じる必要がある。

SA社は上場企業である以前に一企業体として当然にこれらの対応策であ

"SA社の説明によると平成29年3月に現任の北野社長が就任して以降、経営
目標として、適正な粗利益の確保を重視することとし、過度に販売台数に拘る

ことのないよう営業担当者への指導を行っているとのことである。
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る内部統制ならびに企業グループのガバナンスの構築が求められるところで

あるが、 SA社グループにおけるこれらの機能は脆弱なものであると言わざ

るを得ない。

以下に挙げられる一連の内部統制の不備ならびにグループガバナンス構築

の不徹底が本件のような不当な業務遂行が是正されることもなく長きに渡り

継続的に行われたことの背景として存在していると考えられる。

①各子会社の企業としての基本的機能の整備が不十分

i)取締役会の開催について

MT社、 MP社は各々、子会社単体としての取締役会開催を概ね 3 ケ

月に 1 回程度の頻度で行っている。子会社単体における種々の経営課題

につき適時に対応するためには毎月定期的に開催することが望まれる。

註)基本規程の整備が不十分

会社経営の基本的ルールである基本規程絲且織規程、職務分掌規程、

職務権限規程等)が組織改編の都度、適時に行われていない等、整備状

況が不十分である。このため、各社従業員の職責、権限が不明確なもの

となっていることが懸念される。

本来、 K氏は支店長として支店業務全般のマネジメントに専念すべき

であったところ、自ら営業活動に奔走し、自身で起票した新車注文書、

ローン契約書を自身で承認していた等の事実が本件取引を助長させたー

因と考えられるが、そもそも各従業員の職責・職務が明確に規定されて

いなかったという状況であったことも背景に存在する。

②情報伝達機能の整備が不十分

i)情報伝達機能の不発揮

上記のとおり当然に必要な基本規程の不十分な整備は即ちSA社グル

ープの情報伝達機能の不発揮といった事象を招くこととなる。

当委員会の調査の過程において以下の事象が検出されている。

ア. K氏のMP社への出向直後、 K氏の上司であるH営業部長が、1

氏の残債額が増加している点、販売頻度が多い点に不信を抱き、

M社長に報告するも、 M社長によるK氏へ対する簡便な事情聴取

にとどまり、その後、不問に付された。

イ.上記第1に記載のとおり、本件取引が社内で問題化された契機は

平成29年8月であるところ、 SA社江畑常勤監査役が知ること

となったのは平成30年1月のことであり、会計監査人である監

査法人に伝達されたのは2月のことであった。この間、当問題を
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把握していたのはH営業部長、 SA社K取締役等一部の者にとど

まっていた。

企業りスクとなり得る諸問題が生じた際にどのような対応を図るべき

か、どの部門が責任を負うべきか協議する機会、連携が不十分であった

と考えられる。

五)社内通報制度の実効性

上記のとおり、 H営業部長の進言がM社長により不問に付された時点

で、 H営業部長は当時のMP社の監査役ないしSA社のしかるべき役職

者に対して何らかの報告をすべきであったとも考えられるが、直属の上

司であるM社長の頭越しにそのような行動をとることは困難であったこ

とは想像に難くない。

このような事象の対応策として社内通報制度等の整備が求められると

ころである。 SA社グループにおいても社内通報制度自体は存在してお

り、実際の利用履歴はあったものの、通報先がSA社総務部となってい

ることからはどこまで実効性があったかは疑問が残る。

(3)りスク軽減を目的とした販売フローの整備が不十分

MT社、 MP社には新車販売に関するルールを明記した販売規程、業務

マニュアル等が未整備であり、新車販売フローの周知徹底が不十分であった

と言わざるを得ない。また、内部統御倖&告制度に必要な業務フローチャート、

業務記述書は存在しているものの、制度導入当初に作成されたものからの改

訂は組織名・役職名の変更等限定的なものにとどまっているとのことである。

新車販売プロセスに係る業務記述書、 RCMにつき閲覧したが、簡素な

内容となっており、新車売上計上に関するりスクを軽減する統制の記述とし

て不十分なものであると判断せざるを得ないものであった。

(4)モニタリング機能の不足

D 監査役監査機能、内部監査機能の不足

SA社常勤監査役、内部監査担当責任者に対するヒアリングより以下

の事実が判明している。

》常勤監査役による業務監査と内部監査に明確な区分はなく、「店舗往

査」として監査役と内部監査担当が同行して行っているが、内部監査

担当者の定着が悪く、担当者不在の時期は店舗往査が行われないこと

もあった。また、店舗往査を行ったとしても現金・印紙の管理状況の

確認、営業日報のチェック程度の手続きしか行っていない。

》経営企画室が予算統制業務の他、内部監査業務を兼任しており、内部
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監査機能が完全に他部門から独立していたとはいい難い。

》現担当者入社時には前任の担当者による内部監査資料の整理保存が

不十分なものであった。

》内部統制評価にあたってはSA社経理担当者が各子会社の証葱収集

を担当し、経理担当者経由で内部監査担当へ評価資料が提出される状

況である。

かようにSA社グループにおける監査役監査機能、内部監査機能は不

十分なものであったと言わざるを得ず、 MT社、 MP社に対するモニタ

リング機能がどこまで発揮されていたかは不透明である。

五) SA社経理部門によるモニタリング

MT社、 MP社は経理業務の殆どをSA社経理部門に委託しているこ

とからは、 SA社における監査機能に加えてSA社経理部門におけるモ

ニタリング機能の発揮が期待されるところである。

しかしながら、売上計上に関してSA社経理部門のチェック機能は各

社にて売上システムに入力された注文データと注文書、自動車検査証写

等の原始証慧の記載事項との整合性のチェックのみにとどまりオート、

ローン契約の妥当陛(売上計上額に比して過大な売掛金が計上されてい

ない力→についてのチェックは行われていない。

本件取引の発生を未然に防ぐ観点からは売上高と信販会社からの入金

額(オートローン元金)の異常な差異が存在するととについて何等かの

アラートを発信するべきであったとも考えられる。
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第7 再発防止策の提言

当委員会は、本件調査の結果、上記の各事実の認定およびこれらの事実の発

生要因の検討を踏まえ、以下のように再発防止策を提言する。

(1)子会社独自のガバナンスの強化

D 取締役会の定期開催

子会社単体の取締役会を毎月開催し、 MT社、 MP社の経営者による

経営課題、りスクマネジメントに関する活発な討議が適時に行われるこ

とが求められる。子会社監査役のみならず、SA社監査役も臨席のうぇ、

取締役との間で法令・定款違反を始めとする各種りスク要因に係る積極

的な意見の交換を行うことが求められる。

五)監査役によるモニタリング強化

現状のようにSA社の取締役管理部長が子会社の監査役を兼務してい

る状況においては子会社の監査役としての職務を遂行する時間的余裕に

佑邨艮が生じる恐れがあるため、子会社ガバナンスの観点からは必ずしも

望ましいものではない。

子会社の監査役については、新たに常勤監査役を設置する、あるいは

SA社常勤監査役が兼務する等の対応を図り、実効性のある子会社業務

監査を行うととが求められる。

血)内部監査部門によるモニタリング強化

内部監査機能は経営企画室との分掌を図り、他の業務部門と独立した

経営者直属の部門として設置することが求められる。

内部監査機能を有効ならしめるべく、内部監査マニュアルの構築の他、

監査役による業務監査との連携を図りつつ、事業年度単位での内部監査

プログラム(内部監査計画、内部監査手続、監査対象部門へのフィード

バック、経営者への報告、改善計画の立案・示達)を作成し、実行に移

していくことが必要である。

併せて、モニタリング機能のみならず下記のコンプライアンス推進の

指導機能を発揮すべく、内部監査担当者においては新車・中古車販売業

務に関する関連法令や加盟店契約を始めクレジット契約全般にわたる関

連業務知識の習得等、監査能力の不断の向上に努めることが期待される。

(2) コンプライアンス意識の周知徹底

上記のとおり、結果として違反取引を看過してしまった背景として、新車
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販売取引に関わる役職員が、そもそも功n盟店契約違反に該当する」ものと

理解していなかった、もしくは理解していたとしても「多少の逸脱は許容さ

れる」との誤った認識のもと、業務を遂行していたことが挙げられる。

法令違反は言うまでもなく、企業活動を遂行するうえでの各種契約条項の

遵守もコンプライアンス遵守であることを肝に銘じ、企業理念、行動指針に

基づいた行動の徹底および様々な機会を通じてのコンプライアンスの周知徹

底を図ることが望まれる。具体的には以下の行動が求められる。花

》グループ行動憲章、コンプライアンスポリシーの整備

》全従業員への周知

》定期的なコンプライアンス研修の開催

(3)内部統制フローの再構築

本件のような事例は企業経営にとってのりスクであることを再認識し、経

営りスクの発生を防止する各種統制の構築を行うことが求められる。

i)基本規程の整備

組織を企業目的に適合させ、効率的に運営させるべく、分担すべき職

務、行使すべき権限を明確にさせるために各種基本規程(組織規程、職

務分掌規程、職務権限規程)の再整備が必要である。

註)新車販売プロセスに係る内部統制の再構築

財務数値の適正性の担保のみならず従業員による違法行為や不正を未

然に防ぐ観点から以下のように販売業務プロセスに係る内部統制(販売

ルーノレ)の再構築を行う必要がある。乃

》ローン契約者の本人確認の徹底(自署、実印、印鑑証明書等の徴求)

》新車注文書記載内容と口ーン申込書記載内容の一致の確認

》イレギュラー取引にかかる承認要件の定義・承認権限の設定

》上記事務が正しく遂行されていることを確認する為のセルフチェッ

ク機能の追加、販売部門と独立した事務部門、担当者の設置

》経理部門への情報伝達フローの確立(上記事務部門を通じた経理部門

への情報伝達フローの確立)

》経理部門によるモニタリングの強化(イレギュラー取引に対するアラ

ート機能の構築)、経理担当者による新車販売関連法令ならびに契約

72

SA社の説明によると平成30年以降オーバーローン契約は受注しないよう
指導を行っているとのことである。

袷本調査時点で既に納品請求書、注文書写しを注文者(ローン契約者)へ返送
する運用を導入済である。
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にかかる知識の習得

会社独自の販売管理・顧客管理システムの構築

これら業務プロセスの見直しを反映したうえで財務数値の適正性の

みならず、従業員不正の防止を念頭においた業務りスクの洗い出しな

らびに当該りスクの統制行為のあてはめを行うことにより内部統制

評価文書(業務記述書、 RCM、 FC)の再整備を行う。

④職責に応じた人事評価制度の見直し '

全ての役職員が各々に期待される目標を達成することにより、組織全体の

目標、会社の業績向上に貢献させる観点から人事考課・人事評価制度の見直

しを行うことが求められる。

とりわけ新車販売部門においては各職責に求められる職能・成果目標(販

売台数、粗利益、指導能力等)を明確にし、これらに応じた公平な人事考課

が行われることが必要である。

⑤社内通報制度の強化

現行の社内通報制度の実効性を高めるべく、制度設計の見直しを図る必要

がある。具体的には通報受付窓口を社内のみならず社外(社外監査役、顧問

法律事務所等)にも設置する等の制度の改善が考えられる。

⑥責任の所在の明確化

これまでの調査の結果、 SA社グループにおいては重大なコンプライアン

ス違反が存在していたことが判明しており、また、当該違反行為において将

来の財務諸表に重要な影響を与える損失の計上に繋がることが予想されてぃ

ることからは、本件当事者ならびに管理監督すべき立場にあった者の責任の

所在を明確にし、相応の処分を検討することが必要と考えられる。
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別紙1

別紙2

別紙3

本件取引一覧(省略)

他事例調査一覧(省略)

第5調査対象資料の概要

<添付資料>(いずれも省略)

本件取引及び一連の関連取引に関する資料

他事例調査に関する資料

X社との

Y社との^
Z社との
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【MT社】

●決算書(平成19年3月期~平成29年3月期)

●残高試算表(平成20年3月期~平成29年3月期、平成29年12月期)

●総勘定元帳(新車売上高勘定/平成19年4月~平成27年3月)

●総勘定元帳(中古車売上高勘定/平成26年4月~平成27年3月)

●取引①~⑱の売上計上に係る仕訳日記帳

●中古車仕入一覧表(平成28年3月期、平成29年3月期、平成29年12

月期)

●(調査対象として抽出した)中古車取引に係る中古車入庫表、売買契約書

●(調査対象として抽出した)他事例取引の売上計上に係る仕訳日記帳

第5調査対象資料の概要

【MP社】

●決算書(平成20年3月期~平成29年3月期)

●残高試算表(平成20年3月期~平成29年3月期、平成29年12月期)

●総勘定元帳(新車売上高勘定/平成27年4月~平成29年12月)

●取引⑲~⑳の売上計上に係る仕訳日記帳

●中古車仕入一覧表(平成28年3月期、平成29年3月期、平成29年12

月期)

●(調査対象として抽出した)中古車取引に係る中古車入庫表、売買契約書

●(調査対象として抽出した)他事例取引の売上計上に係る仕訳日記帳

別紙3


